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要約  

Ⅰ）本稿は、平成２３年（２０１１年）３月１１日に発生した「東京電力㈱福島第一原子

力発電所事故」により「壊滅的に崩壊した我が国の『原子力技術』を立直すための将来

像」を、平成２５年４月の段階で「計１５項目の処方書」として洞察した「技術エッセ

ー(随想)」である。対象範囲は原子力発電の再構築、使用済核燃料の再処理、廃棄物処

分、核燃料サイクル政策等原子力全般に亘っている。今後２０年～５０年の長いスパン

で考えれば、この「処方書」に示した枠組みに沿って事態は進んでゆくものと考える。 

Ⅱ）我が国の原子力開発及び核燃料サイクル政策は、「平和利用」の枠内で、米国及び欧州

諸国（イギリス、フランス）の許容と協力の下で進められて来ている。イギリス及びフ

ランスに委託した「使用済核燃料の再処理」から得られる「金属Ｐｕ」を平和利用（Ｍ

ＯＸ燃料のプルサーマル利用）する責務を維持するためにも、早急に我が国の「原子力

技術の包括的立直し・再構築の処方策」を策定し、対外的に提示しなければならない。 

キーワード 福島第一原子力発電所事故、原子力発電所、原子力技術、原子力技術の立直

し 

Abstract 

 This paper is an essay to rebuild the nuclear technology in Japan collapsed 

extraordinary under the “Fukushima Daiichi Nuclea Power Plant disaster”occurred 

on March 11,2011.  From the viewpoint of long span for 20 to ５０ years,the situation 

will be expected to progress along with the framework shown in this rebuilding  

nuclear technology procedures. 

Key・word Fukushima Daiichi nuclear disaster, nuclear power plant, 

nuclear technology, nuclear technology rebuilding 

 

目次 

 第Ⅰ編 福島第一原子力発電所事故による原子力技術の崩壊 

 第Ⅱ編 原子炉技術と「原子炉による災害の防止」  

 第Ⅲ編 「原子力４枚の手形」と「核燃料サイクル政策」 

 第Ⅳ編 我が国の原子力技術者 

 第Ⅴ編 原子炉事故と「原子力損害賠償責任制度」 

Paper 



26 

 

 第Ⅵ編 福島第一原子力発電所の今後に関する洞察 

 第Ⅶ編 我が国の原子力技術の立直しに関する処方書 

 



27 

 

第Ⅰ編 福島第一原子力発電所事故による原子力技術の崩壊 

 

視点Ⅰ－１．東京電力㈱福島第一原子力発電所事故の要因 

 平成２３年（２０１１年）３月１１日１４時４６分ごろ発生した「東北太平洋沖地震」 

に伴う地震動と津波により、東京電力㈱福島第一原子力発電所は「複数の原子炉事故」 

を起こして「核燃料の溶融・水素爆発等による施設・機器の壊滅的損壊」並びに「外 

部環境への大量の放射性物質の放出」を齎すこととなった。 

この「福島第一原子力発電所事故」を発生させた主な社内要因を挙げると、以下のよ 

うな特徴がある。 

(１）地震対策、津波対策、発電所全電源喪失時対策が十分には講じられていなかっ 

たこと。 

  (２）「多重防護の事故防止対策を講じているので『重大事故』や『原子炉事故』は起

こらない」との「原子力安全神話」を思い込みにより妄信したこと。 

  (３）東京電力㈱は当初「安全設計上想定しなかった事故」を「想定外事故」として、 

あたかも正当な行為のように主張していたが、「原子炉立地審査指針」、「軽水炉 

安全設計審査指針」、「耐震設計審査指針」等に照らし不十分な設計対策であり、 

責任回避であること。 

  (４）「巨大津波により発電所が浸水を受けると、地下室に設置している非常用予備 

発電装置まで水没して発電できなくなること」は知っていたが、「信じたくない 

こと」として、抜本的な対策の実施を放置していたこと。 

 (５）根拠のない「原子力安全神話」に拘束され、緊急時対策、重大事故時対策はな 

おざりにしていたこと。 

(６）米国ＴＭＩ（スリーマイル・アイランド）発電所事故（１９７９年３月２８日 

発生）に伴う「原子炉過酷事故対策」の追加実施に関しては、「莫大な費用がか 

かる」、「折角、地元住民は『原子力安全神話』を信じてくれているのに、『寝た 

子を起こす』のは困る」等の理由を挙げて、十分には実施しなかったこと。 

    (７）社内における原子力発電所管理部門（管理区域の内側）と企画・計画部門＆広 

報部門（管理区域の外側）との間に「原子力技術の過酷さ」に関する認識の乖 

離があったこと。 

＊管理区域の内側の作業環境の過酷さ、悲惨さ、困難さは、管理区域の外側の 

人達には理解されていなかった。 

    (８）「原子力安全神話」は、「原子力技術の過酷さと管理区域内側の実態を知らない 

管理区域外側の人達」により「夢想的」に創り出され、広報され、そして東京 

電力㈱全体を思考停止させるに至ったこと。 

これは行政側も同様であり、国の原子力安全広報は主として「事務系の行政」 

によって予算化され実施されてきた。 
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    (９）原子炉事故時の「発電所敷地内」と「発電所敷地外」との連携体制は、全く 

考慮されていなかったこと。 

   (１０）「『外部環境への放射性物質の放出』を『外部の気象条件』（風向、風速等） 

を見ながら放出管理する」との思想は、「中央制御室の設計」に採用されていな 

かったこと。 

   (１１）「発電所全電源喪失時には、中央制御室の制御装置及び計測装置までが停電

し、機能を失うこと」は全く想像されていなかったこと。 

 

視点Ⅰ－２．電力及び国の緊急時体制と対応の欠陥 

【電力の問題】 

  １）東京電力㈱の社長及び会長は、合計 1７基の原子力発電所を運転する企業の責任 

者としての「原子炉事故防止に係る企業責任」と「原子炉事故を起こした場合の 

災害対策及び損害賠償責任」の覚悟が全くできていなかったこと。 

   ２）国の原子力政策の陰に隠れて、「原子力事業者（原子炉設置者）として直接責任 

を負うこと」には、以下のように、無関心であったこと。 

① 使用済核燃料の再処理及び放射性廃棄物の処分は、「国が政策としてやって

くれるのだから、国に対して注文を出して委ねていればよい。」 

② 原子力発電所の「基本設計（多重防護の事故防止対策）」は、原子炉設置許

可申請時の「国の安全審査」をパスしているので、地元住民には「国の安

全審査」を「お墨付き」として提示すればよい。 

   ３）「緊急時体制」と言っても、「原子炉事故は起こらない」のだから真剣に取組 

む必要はない、「防災訓練」も真剣にやる必要はないとしたこと。 

   ４）社長への発電所状況の報告が不足していたことに鑑み、「原子力発電所の所長 

には、社長に対し忠実に発電所状況を報告する事務系の者を発令する体制」

を優先していたこと。 

【備考１】平成２３年（２０１１年）３月１３日の「福島第一原子力発電所事

故発生」当時、発電所の所長には僅か４か月前の前年１２月に原子力の

専門家である「技術系の所長」が発令されていたが、福島第二原子力発

電所及び柏崎・刈羽原子力発電所の所長には「事務系の所長」が発令さ

れていた。両発電所の所長は、速やかに「技術系所長」に切替えられる

べきであった。 

【備考２】平成１４年（２００２年）１０月に露呈した「福島第一原子力発電 

所１号炉における「国の格納容器漏えい率検査」（平成３年及び平成４年） 

の際、「格納容器の漏洩率を小さく見せるため、格納容器内に不正に空気 

を注入して偽装した事件」の責任を取る形で、「当時の会長、社長、副社

長が退任を余儀なくされた」ことを契機として、以降、東京電力㈱の原子 
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力発電所では、社長に対して発電所の実状を忠実に報告・注進する「事務

系の者の所長発令」になったとされている。 

      【備考３】「発電所の所長に事務系の者を発令した先行事例」としては、昭和４ 

０年代に火力公害問題に対する地元対応（議会対応を含む。）、訴訟対応、

報道対応として、「東京湾沿いの火力発電所」の所長に『事務系の所長』を 

発令して成功した事例」が想起される。（この場合、技術的事項はすべて『技 

術担当次長』のところで判断・決済するシステムとされた。） 

【国側の問題】 

    １）従来から「原子力発電所の事故時の防災体制」に関しては、「原子力発電の安 

全性」（「多重防護の事故防止対策を講じているので、外部環境に放射性物質 

を放出する原子炉事故は起こらない」との主張）を強調する立場から、「原子 

力防災体制」の確立並びに「防災訓練の実施」には消極的であった。 

    ２）原子力安全・保安院の発足に伴い、「原子力発電所緊急時対策支援システ」 

が設置された。このシステムは、「各原子炉の炉心データ」（数十項目）を防

災監視センターに直結させて、各原子炉の運転状況を国が直接判断すること」

を目標としていたが、①発電所における「発電所全電源喪失」に伴う中央制

御室の停電による機能喪失、②「データ送信網の機能喪失」、③「仮想事故を

上回る事故の状況を判断するには、データ数が不足していたこと」等から、「原

子炉事故の状況」については判断不能に陥った。 

    ３）このため、原子力安全・保安院は総理官邸に向けて「責任を持って福島第一 

原子力発電所事故の状況を伝えること」はできなかった。（官邸からは「事実 

のみを言え」との要求が示された。） 

    ４）原子力安全委員会は、原子炉設置許可の基準の適用に関する「諮問委員会」 

であるに過ぎず、「原発事故の収束には何ら権限は持たされていない」ため、「ど 

のルートからも原子力発電所の生の運転データが報告・提供されることはなか 

った」から、原子力安全委員会委員長は総理大臣から「福島第一原子力発電所 

事故の状況」について尋ねられても、「個人の知見の範囲での憶測により答え 

ようがない立場」であり、悲劇的でさえあった。 

 

視点Ⅰ－３．菅直人内閣総理大臣の立場と「３つの功績」 

１）福島第一原子力発電所の事故発生時、①総理大臣官邸には「原子力発電所事故担

当の専門家」が配置されていなかったこと、及び②「事故を起こした福島第一原 

子力発電所の事故状況データ並びに外部環境への放射性物質放出データが伝達さ 

れるシステム」が整備されていなかったため、内閣総理大臣に対して「事故の現 

在状況と今後の見通し」、「外部環境への放射性物質の放出状況と住民避難の必要 

性」、並びに「総理大臣として取るべき判断と行動」を適切に助言する者が存在し 
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ていなかった。（戦前から我が国の統治機構は、上に行くほど空虚である。） 

  ２）内閣総理大臣及び官房長官は、就任時に「原発事故時の政府の対応と防災体」 

についてレクを受けておらず、全くの「無知・不知の人」であったことは、政府

の最高責任者としての責任放棄であり、「厳しく統治責任を問われるべき」である。 

  ３）「災害対策基本法」及び「原子力災害対策特別措置法」が制定されていることすら 

知らず、「内閣総理大臣に対して『原子力災害対策本部』の設置を説得するのに５ 

時間以上を要した」と報道された。この間、原子炉事故災害の拡大防止に係る対策 

の決定と伝達が遅れ、時間が失われた。 

  ４）しかし、無知・不知のまま「内閣総理大臣としての『のたうち回り』であった」 

としても、菅直人内閣総理大臣の「歴史に残る功績」として、次の三つを挙げるこ 

とができる。 

[１]東京電力㈱社長に対して「事故現場から逃げるな」と言って本社に乗込ん 

だこと 

[２]中部電力㈱浜岡原子力発電所の運転を停めたこと 

    [３]ストレス・テスト（安全裕度評価）」を持ち込んだこと 

【[１]に関する考察】 

   （ⅰ）東京電力㈱社長が「内閣総理大臣」若しくは「経済産業大臣」に対して、「社 

     員の事故現場からの引き上げについて打診したこと」は事実であり、「作業員 

     の全員か一部か」を問わず、原子炉設置者である電力会社の社長として許さ 

     れる打診では決してない。放射性物質を外部環境に大量に放出して「原子炉 

     による災害」を齎している場合、地域住民の災害を抑制するための社員の派 

     遣追加の決定はあっても、原子炉事故の現場を放棄するがごとき「社員の事 

     故現場からの引き上げについて政府に打診すること」は許されない。 

一部の社員の事故現場での移動は、東京電力㈱の自主判断で行いうることで 

あって、社長がわざわざ出向いて政府に判断を求める「ヒマ」は無いはずで 

ある。 

    （ⅱ）従って、菅直人内閣総理大臣が「東京電力㈱社長に対して『事故現場から

逃げるな』と指示し、並びに東京電力㈱本社に乗り込んで『事故対策の必要

性』を強弁したこと」は、「歴史に残る功績」であると評価されるべきである。

（例え怒鳴り声であったとしても、「国民のため原子力災害の防止を指揮する

立場」からは、当然の行動であった。） 

【[２]に関する考察】 

   （ⅰ）中部電力㈱浜岡原子力発電所は、「東海地震の震源域」の直上（震源の深さ

は約３０ｋＭとされている。）に設置されており、「直下型地震」の典型的事

例である。「浜岡原子力発電所の支持層は『相良層』と言い、『程良い硬さ』

を有しているので、直下で発生した地震の地震動は原子炉基盤面に到達する
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までには適度に減衰される。この地盤特性に基づき適切に耐震設計をするこ

とができる。」というのが中部電力㈱の主張である。 

    （ⅱ）中部電力㈱は国の耐震設計強化の要求に応えるための「耐震強化工事」を 

逐次行って来たが、１号炉及び２号炉に関しては「設計が古く、求められる 

耐震性強化はできない。」として「廃炉とする決断」を既に行っていた。 

    （ⅲ）３号炉～５号炉に関しては、津波対策と併せて「耐震強化工事を行ったの 

で、１，０００ガル程度の地震動までの耐震性は確保できている。」との立場 

であるが、実際の「東海地震」による地震動が想定内に収まるかは確実でな 

いし、想定値を上回った時の「原子炉施設・機器の実際の応答」（特に上下動 

について）は予測できない。 

    （ⅳ）本来、「浜岡原子力発電所の全面運転停止」は中部電力㈱として採用できな 

いし、内部選任の社長・会長としては例えその必要性を認識していたとして 

も、決断できることではない。 

    （ⅴ）今回の菅直人内閣総理大臣の「強力な超法規的行政指導」による「浜岡原 

子力発電所の運転停止の要請」は、「中部電力㈱を将来における原子炉事故か 

ら救った内閣総理大臣の偉大な決断」として、後世において高く評価される 

こととなろう。 

   【[３]に関する考察】 

    （ⅰ）原子力発電所の運転再開に当たり、もろもろの危険要素に対する「ストレ 

ス・テスト（安全裕度評価）」は、国際原子力機関（ＩＡＥＡ）が提唱してい 

る評価方式であり、我が国独自では発想できない革新的評価である。我が国 

における適用に際しては、事例を積重ねて有効な「安全裕度評価システム」 

として確立すべきである。 

    （ⅱ）我が国において、最近、「運転期間が４０年以上に及ぶ『経年原子炉』の運 

転期間を６０年程度まで延長すること」を認める方向での議論がなされてい 

るが、これは米国において採用されている評価手法を、電力業界の要望を受 

けて、規制当局が「デスクワーク」により「運転期間の延長は可能」との安 

易な結論を出しているに過ぎない。 

このため、「経年原子炉の運転期間の延長の可否」の判断に際しては、新しく 

導入された「ストレス・テスト（安全裕度評価）」による「当該原子炉の技術 

的実態に基づく全面的裕度評価」（「余寿命評価」を含む。）が不可欠である。 

（ⅲ）なお、これまでの「運転期間の延長評価」の検討に際して考慮されていな 

い・若しくは不十分な事項を例示すると、次のとおり。 

① ステンレス鋼材の溶接部に対する「応力腐食割れ」の全数検査の未実

施     

② ステンレス鋼材等機器の内面に発生する全面腐食（ピッチング等）の
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評価 

③ 耐用年数を超えた計測制御装置の性能劣化の評価 

原子炉の計測制御装置の全面取替えは、高放射線量域の作業であるこ

と及び設置空間の制約があり、至難の業である。 

④ 「脆性遷移温度が上がった圧力容器」の取替え、『主要弁類』その他

機器類の更新は、放射化された「施設・機器類の廃材」を大量に発生

させるので、専用の「廃棄物貯蔵施設」の建設が敷地内で必要である

こと。 

⑤ 因みに、「放射性廃棄物の敷地外への搬出」は、「地方議会及び地元住

民の反対」により、将来とも『行政区域の境界』を超えることができ

ないと見通され、社会的に不可能と洞察されること。 

 

 

第Ⅱ編 原子炉技術と「原子炉による災害の防止」 

 

視点Ⅱ－１．原子力発電比率の議論の在り方 

  １）エネルギー政策上の必要性から「原子力発電の比率を何％にするべきか」の議論

や世論調査は、最優先すべき「国民の安全確保」と矛盾する「エネルギー政策優 

先の逆立ちの議論」であり、「愚かな議論」である。 

   ２）原子力規制委員会が策定する「地震対策、津波対策、原子炉過酷事故対策等」を 

追加した究極の「原子炉事故防止安全基準」に照らし、「今後どれだけの原子炉が 

運転出来るのか」との「技術的判断」が優先され、尊重されなければならない。 

 

視点Ⅱ－２．求められる「原子力技術の包括的立直し・再構築の処方策」の提言 

１）我が国の原子力発電の推進は、以下に述べるような「欧米諸国との協力関係」の 

下に進められてきていることを見逃してはならない。 

① 我が国の原子力発電は、「原子力の平和利用」、「核拡散防止条約の締結参加」

と「ＩＡＥＡ（国際原子力機関）の査察の受け入れ」、「再処理等核燃料サイ

クル政策の採用」、「国際研究協力・情報の共有化」をベースとして、米国及

び欧州諸国（イギリス、フランス）の庇護と許容の下に進められてきたこと。 

② この体制のもとで、先進国からの技術・研究協力及び情報の提供、並びに「原

子炉の輸出」（イギリス）及び「商業ベースでの使用済核燃料の再処理の引受

け」（イギリス、フランス）がなされてきたこと。 

③ イギリス及びフランスによる「商業ベースでの使用済核燃料の再処理の引受

契約」（総量３２００トンＵ）（昭和５２年（１９７７年）９月及び昭和５３

年（１９７８年）５月締結）により、全量再処理された場合に得られる「金
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属Ｐｕは約３１トン」になると試算されている。これらの金属Ｐｕは、現地

で「核兵器に転用されないＭＯＸ燃料」に加工されて日本に運ばれてくるこ

と。 

この「ＭＯＸ燃料」（ウラン・プルトニウム混合酸化物燃料）は、既存の軽水 

炉で燃焼可能であり、「ＭＯＸ燃料のプルサーマル利用」と呼ばれているが、 

この「ＭＯＸ燃料を全炉心で燃やすための原子炉」が電源開発㈱の「大間原 

子力発電所」であるので、「大間原子力発電所の建設工事」は国際約束を守る 

上で継続されなければならないこと。 

④ 青森県六ケ所村における日本原燃㈱の再処理工場は、フランスの「サン・ゴ

バン社」の協力により建設・運転されていること。 

２）以上のような「我が国原子力発電の推進に際しての欧米諸国との協力関係の経緯」 

を無視し、核燃料サイクル政策を「自分の都合で放棄すること」は国際約束に悖 

ることである。 

    ３）福島第一原子力発電所の事故は、世界の原子力技術者の想像を超える『壊滅的原 

子炉事故』であった。我が国としては、これを「迅速かつ適切に処理するための 

技術的方策」を提言することが求められているが、遺憾ながら、我が国の大学の 

教授陣、研究機関の研究者、原子力学会からは「原子力技術の包括的立直し・再 

構築の処方策」の提言は未だなされていない。 

  

視点Ⅱ－３．「保安規制」から「安全規制」への転換 

  １）経済産業省における「保安規制」とは、明確な定義はされていな いが、戦時中 

の「軍需省」の時代からの用例として「産業を育成する枠組みの中で作業員等の 

安全確保を図る規制行政」との意義で用いられる。 即ち、行政目的が「当該産 

業の育成・発展を前提とした産業保安規制」の謂いである。 

   ２）一方、「安全規制」とは、産業体制の育成・発展という目的とは切離して、純粋 

に「国民（地域住民及び作業員）の安全確保を図るための規制行政」でなければ 

ならない。 

   ３）「原子力安全・保安院」の組織名称は、「原子力安全院」＋「一般産業の保安のた 

めの『産業保安院』」の略称として命名されたが、経済産業省の付属機関である「資 

源エネルギー庁」の更に「特別機関」として設置された行政機関であるので、その 

行政手法は経済産業省設置法に基づく「産業保安行政」の枠内でしかありえなかっ 

た。（かつ、「保安院」と略称されたのは、皮肉でもあった。） 

即ち、最新の知見により「地域住民及び作業員の安全確保」のため実施が必要な「原 

子炉過酷事故対策及び新しい耐震設計審査指針の遡及適用」を強制することをせず、 

電力の自主的判断（バック・チェック）に委ねて放置した責任は、大きい。 

   ４）このような「規制体制の欠陥」を克服するためには、原子力の安全規制を担当す 
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る行政組織は「保安規制」の枠から脱却し、純粋に「国民のための安全規制だけに 

専念する組織体制」に転換されなければならない。 

   ５）平成２４年（２０１２年）９月１９日に発足した「原子力規制庁」は、産業行政

とは無縁であり、「国民の安全確保を図るための規制行政」だけを担当し、かつ「原 

子力規制委会」は国家行政組織法第３条の「行政委員会」に格上げされ、直接規制 

権限を行使できる体制となったことは、大きな進歩である。 

（従来の「原子力安全委員会」は、国家行政組織法第８条の「諮問委員会」であり、 

「行政機関からの諮問」に応じて「調査審議し、その結果を答申する権限」しか与 

えられていなかった。） 

 

視点Ⅱ－４．原子炉等規制法に基づく「原子炉設置許可」に際しての許可の基準「原子炉 

による災害の防止」（安全性基準）の適用について 

   以下には、「福島第一原子力発電所事故」発生時点（平成２３年（２０１１年）３月） 

の規制体系について述べる。 

  １）「核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律」（昭和３２年法律第１

６６号）（「原子炉等規制法」と略称される。）に基づく「原子炉設置許可」（第２

３条）若しくは「原子炉設置変更の許可」（第２６条）に際しては、許可の基準に

照らし、当該原子炉の安全性等について審査が行われる。 

   ２）【原子炉等規制法第２４条（許可の基準）第１項】 

一 原子炉が平和の目的以外に利用されることがないこと。 

二 その許可をすることによって原子力の開発及び利用の計画的遂行に支障を 

及ぼすおそれがないこと 

     三 その者に原子炉を設置するために必要な技術的能力及び経理的基礎があり、 

かつ、原子炉の運転を的確に遂行するに足りる技術的能力があること。 

     四 原子炉の位置、構造及び設備が核燃料物質、核燃料物質によって汚染され 

た物又は原子炉による災害の防止上支障がないものであること。 

   ３）この第四号基準「原子炉による災害の防止上支障がないものであること」（「安全

性基準」と言われる。）の判断に関しては、同法第２４条第２項により「主務大臣 

は、原子力安全委員会の意見を聴かなければならない。」と規定されている。 

   ４）原子力安全委員会の判断の基準は、自らの権限に基づく「原子力安全委員会決 

    定」により、安全基準専門部会の報告等を踏まえた「原子力安全委員会審査指針」 

として明文化されている。また、技術的根拠となった「安全基準専門部会」の報 

告書も公開されている。 

（「電気事業法」に基づく「技術基準」の改訂には、事務官による省内法令審査を 

クリアーするため４～５年を要するのに比べて、「原子力安全委員会決定」によ 

る「審査指針」の制定は、圧倒的にスピードが速い。） 
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視点Ⅱ－５．「原子炉による災害の防止」に係る「審査基準」と「審査体制」 

  １）原子力安全委員会による「審査指針」の制定 

     昭和５３年（１９７８年）１０月の「原子力安全委員会」発足後、安全委員会 

は自らの権限に基づき「原子力安全委員会決定」として制定できる「審査指針」 

を精力的に制定し・改訂して来た。 

現時点での主な指針類を示すと、次のとおり。 

      ①「原子炉立地審査指針及びその適用に関する判断のめやすについて」 

（Ｓ３９．５．２７）  （「原子炉立地審査指針」と略称する） 

      ②「発電用軽水型原子炉施設に関する安全設計審査指針」 

（Ｈ２．８．３０） （「軽水炉安全設計審査指針」と略称する） 

      ③「発電用原子炉施設に関する耐震設計審査指針」 

         （Ｓ５６．７．２０）  （「耐震設計審査指針」と略称する） 

      ④「発電用軽水型原子炉施設の安全評価に関する審査指針」 

            （Ｈ２．８．３０） 

      ⑤「発電用原子炉施設の安全解析に関する気象指針」 

            （Ｓ５７．１．２８） 

      ⑥「発電用軽水型原子炉施設周辺の線量目標値に関する指針」 

            （Ｓ５０．５．１３） 

      ⑦「原子炉施設等の防災対策について」 

（Ｓ５６．６．３０） 

      ⑧「緊急時環境放射能モニタリング指針」 

（Ｓ５９.６．２１） 

   ２）「審査体制」 

    （ⅰ）「発電用原子炉の設置許可」に係る「１次審査」は、行政庁である「経済産 

業省の原子力安全・保安院」が行うが、安全性に関する審査の内容は「原 

子力安全委員会が定めた『審査指針』への適合性」の確認に尽きている。 

    （ⅱ）「原子炉設置許可の基準の適用」については、原子力安全・ 保安院は、原 

子力委員会（平和利用、計画的遂行）及び原子力安全委員会（安全性、技 

術的能力）に対し諮問を行う。 

    （ⅲ）「許可の基準（安全性）の適用」について諮問を受けた「原子力安全委員 

会」の「２次審査」（ダブルチェック）には、下部機関である「原子炉安 

全審査会」に降ろして審査を行わせる方式が採用されている。 

    （ⅳ）両委員会からの「許可の基準の適用」について答申を受けた原子力安全・ 

保安院は、申請者に対し「原子炉の設置許可」又は「原子炉設置変更の 

許可」を交付する。 
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視点Ⅱ－６．「原子炉立地審査指針及びその指針の適用に関する判断のめやすについて」 

（Ｓ３９．５．２７）（抄） 

  （１）「原則的立地条件」 

     原子炉は、どこに設置されるにしても、事故を起こさないように設計、建設、 

運転及び保守を行わなければならないことは当然のことであるが、なお万一の 

事故に備えて公衆の安全を確保するためには、原則的に次のような立地条件が 

必要である。 

①大きな事故の誘因となる事象が過去においてなかったことは勿論であるが、 

将来においてもあるとは考えられないこと。また、災害を拡大するような 

事象も少ないこと。 

      ②原子炉は、その安全防護施設との関連において十分に公衆から離れている 

こと。 

      ③原子炉の敷地は、その周辺も含め、必要に応じて公衆に対して適切な措置 

を講じうる環境にあること。 

  （２）「立地審査の指針」 

      ①原子炉の周囲は、原子炉からある距離の範囲は「非居住区域」であること。 

（「重大事故」を想定して周辺公衆の被爆線量を計算して判断される。） 

      ②原子炉からある距離の範囲であって、非居住区域の外側は低人口地帯であ 

ること。 

（「仮想事故」を想定して周辺公衆の被爆線量を計算して判断される。） 

      ③原子炉敷地は、人口密集地帯からある距離だけ離れていること。 

       （「仮想事故」の場合の公衆の積算被爆線量を計算して判断される。） 

      【備考】実際の「立地審査の指針」の適用に当たっての「災害評価」では、 

安全防護施設の性能をカウントするため、周辺公衆の被爆線量は小さく 

なり、結果として「非居住区域」、「低人口地帯」とも発電所の敷地内に 

収まっている。 

 

     【考察】原子炉設置許可時の「原則的立地条件①」に関する重大な審査の欠如につ  

いて 

     １）「原則的条件①大きな事故の誘因となる事象が過去においてなかったことは 

勿論であるが、将来においてもあるとは考えられないこと。また、災害を拡 

大するような事象も少ないこと。」との要求規定は、「原子炉敷地において、 

大きな事故の誘因となる大地震、断層の活動、津波等が過去においてなかっ 

たこと及び将来においてもあるとは考えられないこと」を求めているが、実 

際の「原子炉設置許可時の審査」において、この「原則的立地条件①」は顧 
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慮されることはなく、「完全に無視されて来た」と言っても過言でない。 

けだし、福島第一原子力発電所事故発生後も、この「原則的立地条件①への 

適合問題」は論議の対象にすらされていない。 

２）我が国の原子力発電所の立地は、「原子炉の炉心位置から半径約４５０Ｍの距 

  離まで買収・確保できた地点（敷地）に立地する。」 との基本的考え方で進 

められて来た。その敷地内に活断層が存在しても、当時は「１万年以降動い 

ていなければ、将来とも動く可能性は低いから、原子炉は設置できる。」と判 

断されたものである。（昭和３０年代～昭和４０年代の『活断層の活動度』に 

関する知見による。） 

     ３）電力会社による「原子炉の炉心位置から半径約４５０Ｍの距離を確保する」 

      との用地取得の基本的考え方は、我が国の「原子炉立地審査指針」の制定以 

前に定められていた米国の「サイト・クライテリア（立地基準）」において「炉 

心位置から４分の１マイルは、排除区域とすべき」との基準が「我が国でも 

採用される可能性が高い」として、電力会社が自主的判断で先行的に適用し 

たものと言われている。 

      この広さの発電所用地を買収・取得することは、一般の民有地の場合至難の 

ことであるので、初期の原子力発電所の用地は「戦時中の飛行場や軍用地の 

跡地、戦後の開拓団入植者の引き揚げ跡地、未利用の海岸地域など、用地取 

得が比較的容易な地点が選ばれた。 

 

視点Ⅱ－７．「発電用軽水型原子炉施設に関する安全設計審査指針」（Ｈ２．８．３０）（抄） 

 （１）指針２．自然現象に対する設計上の考慮 

    １．安全機能を有する構築物、系統及び機器は、その安全機能の重要度及び地震 

によって機能の喪失を起こした場合の安全上の影響を考慮して、耐震設計上 

の区分がなされるとともに、適切と考えられる設計用地震力に十分耐えられ 

る設計であること。 

     ２．安全機能を有する構築物、系統及び機器は、地震以外の想定される自然現象 

によって原子炉施設の安全性が損なわれない設計であること。（以下、略） 

（２）ここに、第２項における「地震以外の想定される自然現象」とは、同指針【解説】 

において、「洪水、津波、風、凍結、積雪、地滑り等」が例示されている。 

【考察】「～地震以外の想定される自然現象によって原子炉施設の安全性が損なわれ 

ない設計であること。」との要求規定に関して、電力、特に東京電力㈱が「地 

震以外の『想定していない自然現象』については設計上の配慮をしなくて 

良い。」との自己都合の「値切りの解釈」、「逃げの解釈」を採用して、十分 

な「津波対策」、「高潮対策」を講じなかった理由としたことは、卑怯な曲

解であり、極めて遺憾である。 
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視点Ⅱ－８．「発電用原子炉施設に関する耐震設計審査指針」における「活断層」の判断基 

準（物差し）の変更の経緯 

  １）「耐震設計審査指針」は、第Ⅰ次指針は「昭和５３年（１９７８年）９月２９日：

原子力委員会決定」として制定され、第Ⅱ次指針が「昭和５６年（１９８１年）

７月２０日付けで原子力安全委員会決定」として制定された。 

  ２）この第Ⅱ次指針は、その後の知見等を反映して、「平成１８年（２００６年）９月

１９日付け」で改訂が行われ、「新指針」として制定された。 

  ３）「耐震設計審査指針」における「耐震設計の基本方針」（以下、「耐震設計基準」と

略称する。） 

    「３．基本方針 

      発電用原子炉施設は想定されるいかなる地震力に対しても、これが大きな事

故の誘因とならないよう十分な耐震性を有していなければならない。また、

建物・構築物は原則として剛構造とするとともに、重要な建物・構築物は岩

盤に支持させなければならない。」 

  ４）想定すべき「基準地震動：Ｓ１、Ｓ２」について 

     「５．耐震設計評価法 （３）基準地震動の評価法」において、「次の２種類の

地震動を選定するものとする。」と規定している。 

     「Ｓ１」：設計用最強地震 

       「歴史的資料から過去において敷地又はその近傍に影響を与えたと考えら

れる地震が再び起こり、敷地及びその周辺に同様の影響を与えるおそれ

のある地震及び近い将来敷地に影響を与えるおそれのある活動度の高い

活断層による地震のうちから最も影響の大きいものを想定する。」 

「Ｓ２」：設計用限界地震 

 「地震学的見地に立脚し設計用地震動を上回る地震について、過去の地震

の発生状況、敷地周辺の活断層の性質及び地震地帯構造に基づき工学的

見地から検討を加え、最も影響の大きいものを想定する。」 

  ５）【活断層】の意味と解釈 

    「耐震設計審査指針」解説において、「Ⅰ．基準地震動の評価について １．基準 

地震動に関して使用する用語の意味解釈は次による。」として、「（２）」において、 

次のように定義されている。 

     「『活断層』とは第四紀（約１８０万年前以降）に活動した断層であって、将来 

も活動する可能性のある断層をいう。 

活断層の認定は地形学的及び地質学的調査並びに地震観測資料等によって求 

めるものとする。」 

  ６）「活断層」の認定における「活動度（将来も活動する可能性があるかどうか）の 
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評価の物差し」の変遷 

      第１段階：約１万年（昭和４０年代～昭和５３年代） 

      第２段階」：約５～７万年（昭和５３年９月～平成１８年９月） 

      第３段階：約１２～１３万年（平成１８年９月以降～）（新指針） 

     ＊地震の記録採取等知見の積み重ねを反映して、「断層の活動度の評価の物差 

し」が審査指針改定の都度、「長期間」となって来ていることが特徴である。 

７）このため、「新指針」の「遡及適用（バック・フィッティング）」を採用すると、「既 

設の原子炉」では「新しい耐震設計基準に適合できていない原子炉」が出て来る 

ことになる。「耐震設計基準に適合できていない状態は、地元対策上困る。既設原 

子炉の運転停止は避けて欲しい。」との電力業界の強い要望により、「新基準の遡 

及適用」は見送られ、設置者の自主作業としての「バック・チェック」に委ねら 

れた。 

現在、法令上、原子力安全委員会が定めた指針類（安全基準）の「遡及適用（バ 

ックフィッティング）制度は無い」ので、電力業界の強い反対に会えば「新基準 

の遡及適用」はできないことになる。 

 

視点Ⅱ－９．原子炉の計測制御装置と駆動用電源 

 １）原子炉施設の「計測制御装置」は、各種の測定装置と制御装置の電子部品等か 

ら構成される。使用開始して、例えば２５年以上経過したこれらの「計測装置及 

び制御装置の構成部品」は、当然、「時間の経過による測定精度の劣化」、「熱によ 

る劣化」、「放射線による劣化」、「化学的劣化」、「震動による機械的劣化」等が進 

展している。 

２）定期点検による「メインテナンス」を施しても、「例えば２５年以上経過した計 

測制御装置」は全般的に品質が劣化しており、信頼性が低下していると推測され 

る。火力発電所の場合、老朽化対策として「計測制御装置の全面的取替え」は容 

易に行うことができるが、原子力発電所の場合、管理区域内、高放射線量下での 

作業であるため「計測制御装置の全面的取替え」は極めて困難な作業となる。 

「原子炉の運転期間を４０年以上に延長する」場合、これら「計測制御装置の信 

頼性・耐久性」についての真剣な評価がなされ、その結果に基づき「全面的取替 

えを含む所要の取替え」が行われなければならない。 

３）事故を起こした「福島第一原子力発電所１号炉～４号炉の計測制御装置」につい 

ては、事故により大幅に損傷・破壊されていること及び強い放射線照射を受けてい 

ることから、「炉内データの測定値の信頼性は著しく失われていること」を前提と 

して、「計測制御装置の取替え、復旧」等の対策が講じられなければならない。 

  ４）計測制御装置を活かすためには「駆動用電源の供給確保」が前提であり、「中央 

制御室の機能を維持する」ためには「発電所の全電源喪失（ＳＢＯ）」は絶対に避 



40 

 

けなければならないことは勿論である。 

 

視点Ⅱ－１０．米国ＴＭＩ事故と「原子炉過酷事故対策」 

  １）米国ＴＭＩ（スリーマイル・アイランド）原子力発電所事故 

    （ⅰ）１９７９年（昭和５４年）３月２８日４時過ぎから発生 

    （ⅱ）ＴＭＩ原子炉：ＰＷＲ（加圧水型）（Ｂ＆Ｗ社製）  

電気出力：９６万ｋＷ（１９７８年１２月３０日：運転開始） 

    （ⅲ）「多重防護の事故防止対策」の「人為的ミスによる崩壊」 

運転操作ミスによる冷却材喪失事故により「炉心空炊き」が発生した。この 

結果、深刻な「炉心溶融」が起こったが、頑強に作られた「原子炉圧力容器」 

は溶融した約２０トンの燃料棒の落下に耐えることができた。また、多重防 

護の最後の砦である「原子炉格納容器」も健全性を保ったため、外部への放 

射能の放出は最小限に食い止められた。ＰＷＲの圧力容器の底部には制御棒 

案内管が設けられていないので、厚さ約１５ｃＭの圧力容器部材の強度がほ 

ぼ維持されていたため、溶融燃料棒の落下に耐えることができたと評価され 

ている。 

   （ⅳ）「設計基準事故」を上回る「原子炉過酷事故」の発生 

     軽水炉の設計で要求されている「設計基準事故」を上回る「原子炉過酷事故」

が発生したことから、米国ＮＲＣ（原子力規制委員会）は各原子力発電所に

対する規制を強化して「所内全電源喪失事故」等の「原子炉過酷事故対策」

の実施を求めた。  

 ２）米国ＮＲＣ（原子力規制委員会）による「原子炉過酷事故対策」の具体的内容は、

逐一日本政府にも伝達されたが、日本政府による「過酷事故対策の安全設計審

査指針への反映並びに規制要求」は十分ではなかった。 

 

視点Ⅱ－１１．我が国の「原子炉過酷事故対策」の未実施 

  １)「保安規制の限界」 

「原子炉過酷事故対策」を規定する「軽水炉安全設計審査指針」の適用に関しては、 

法令上「遡及適用」（バックフィティング）の制度がないので、電力業界（電事連社 

長会）の反対に会えば、経済産業省は実施を強制することができなかった。これは 

まさに「保安規制の限界」と言える。 

２）電力業界の「遡及適用」反対意見の要旨 

①既設原子力発電所が「国の基準に適合していない状態」となり、運転できなくな 

るのは困る。 

②地元住民は、「原子力発電所は安全である」と信じてくれているのに「寝た子を 

起こす」ことは避けて欲しい。 
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③「原子炉過酷事故対策」の「遡及適用（バック・フィッティング）」は法律には 

規定がないので、強制適用には反対する。飽くまで、電力の自主的「バック・ 

チェック」（実施時期、実施内容を含む。）に任せて欲しい。 

３）電力業界による「バック・チェック」の値切り 

「原子炉過酷事故対策」の「バック・チェック」に関しては、電力、特に東京電力 

㈱は「莫大な資金を要すること」等を理由にして実施内容、実施時期等の値切りを 

行い、行政指導にも従わずなおざりにしてきた。 

 

視点Ⅱ－１２．「福島第一原子力発電所事故」発生前の体制上の問題 

 １）「自然的条件」に対する事故防止対策の不備（地震、津波等） 

   ①地震動 

    昭和４１年（１９６６）７月の「福島第一原子力発電所１号炉の設置許可申請 

書」添付書類においては、 

「発電所を設置する敷地周辺地域は、全国的に見ても地震活動性の低い地域であ 

ると考えることができる。」、「敷地付近では、かって地震被害を経験したことが 

ないようである。」との認識であった。 

耐震設計における「設計地震動は２６５ガル」で許可された。 

    ②津波 

     地震動と同様な認識であり、地震時に襲来する津波は「最大６Ｍ」と想定した 

に過ぎない。これは現在の台風襲来時の『高潮の予報最大高さ』と同じレベル 

であり、無責任の限りである。 

 ２）「耐震性に関する過酷事故対策」の値切りと未実施 

    昭和５６年（１９８１年）に「耐震設計審査指針」の改訂、平成１８年（２０ 

０６年）に「耐震設計審査指針」の新規制定が行われたが、法令上「遡及適用 

（バック・フィッティング）」の制度がないため、電力の自主的対応として「既 

設原子力発電所が新たな指針に照らしても安全かどうかを確認し、所要の耐震 

強化対策を実施すること」（「耐震バック・チェック」）を求めるに止まった。 

結果として、電力会社、特に東京電力㈱では「運転計画の都合」、「耐震性強化 

対策に要する資金の問題」、「地元住民への説明振り」等の理由を挙げて、「設計 

地震動の見直し評価」、「活断層の評価の見直し評価」、「耐震性の強化対策の実 

施」は値切られ、不十分な対応のまま放置された。 

 ３）国の規制体制の不備 

  （ⅰ）国の規制体系 

    「耐震設計審査指針」を改訂し、活断層評価の見直し、設計地震動の見直しを 

求めても、既設原子炉に対する「遡及適用（バック・フィッティング）」の法 

的権限がないため、行政指導ベースの「耐震バック・チェック」の指導に止 
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まった。 

  （ⅱ）「原子力安全委員会」は、「国家行政組織法」第８条に基づく「諮問委員会」 

としての位置づけ（行政機関としての決定権限がなく、行政庁の諮問に対し 

て意見を答申するに止まる）であり、「権限と責任があいまい」にされていた。 

  （ⅲ）原子力推進体制の優越性と電力への配慮 

経済産業省は「電気事業の監督・育成、原子力等エネルギー政策の推進」を 

所管しており、かつ「原子力安全・保安院」は経済産業省の外局である「資 

源エネルギー庁」の更に「特別機関」として設置されているので、その規制 

活動は「産業保安行政の枠の中での安全規制」、即ち「保安規制」となる。 

このため、規制基準の強化措置（耐震設計審査指針の改訂等）に関しては、 

「原子力推進体制の優越性」が持続され、電力への配慮が維持されたため、 

法制化は見送られて来た。 

４）「原子力技術の過酷さ」を知らない人達による「原子力安全神話」の形成 

   （ⅰ）「原子力安全神話」は、原子力技術の過酷さを知らない国及び電力会社の「事 

務系の人たち」、「原子力ムラの信奉者」、「一般の理解ある評論家」等によっ 

て「夢想的に創り出されたもの」である。 

（ⅱ）報道に当たる「新聞記者」、「ＴＶ記者」、「解説者」、「ディレクター」等の大 

部分は「事務系の学科の卒業生」であり、かつ「取材経験が狭い」ので、彼 

らには 

①「原子炉内部で何が起こっているか」 

②「いかなる事故情報が隠されているか」 

③「国民のための原子力防災体制はどうなっているか」  

④「原子炉事故の現状が、安全上いかなる意味・意義があるのか」 

⑤「国民の原子力災害防止の見地から大切な情報は何か」 

⑥世界の原子力規制に照らして、「我が国の政府・行政庁の措置はどう拙いの 

か」  

       ⑦「なぜ、東京電力㈱は長々と時間をかけて、細かい出来事の発表を続けて

いるのか」 

     を分析し、正しく批評する能力・識見に乏しく、「発表者側の情報をそのまま垂 

れ流して報道する」傾向がある。このことは、新聞界、ＴＶ界共通の事象であ 

り、まさに「報道の貧困」である。 

 ５）原子力広報体制と広報予算 

   （ⅰ）国の原子力広報には、湯水のように予算措置が講じられている。内容は、 

国民に「安全神話」を植え付ける「完全無欠の原子力」を強調する色彩が強

い。 

    （ⅱ）電力業界では「原子力発電広報予算」は優先して配分され、報道関係者、
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学者、評論家等の間に理解者を開拓し、反対意見者をモデレートすることが 

目的となっている。原子力広報における「完全無欠の原子力」のオンパレー 

ドは強烈である。原子力に関する理解が得られた場合、広告の出稿、研究資 

金の協力等を行うことは勿論である。 

 

視点Ⅱ－１３．原子炉事故時の「防災体制」と「原子力災害対策特別措置法」の体系   

  １）「原子力災害対策特別措置法」（平成１１年１２月：法律第１５６号） 

    ①平成１１年（１９９９年）９月３０日に発生した「㈱ＪＣＯ東海事業所転換試 

験棟」における「臨界事故」の際の災害対策についての反省や教訓等を踏まえ、 

原子力安全規制の強化及び原子力災害対策の強化のための法制面の整備を緊急 

に図る必要がるとの判断から「緊急制定」された。 

②災害対策に関する一般法である「災害対策基本法」及び「原子炉等規制法」の 

特別法として、原子力災害予防に関する原子力事業者の義務、政府の原子力災 

害対策本部の設置等について特別の措置を講ずることが、法制定の目的とされ 

た。 

【第１章】 総則（第１条～第６条） 

    第１条（目的）、第３条（原子力事業者の責務）、 

    第４条（国の責務）、第５条（地方公共団体の責務）、  

    第６条（関係機関の連携協力） 

【第２章】原子力災害の予防に関する原子力事業者の義務等） 

（第７条～第１４条） 

    第７条（原子力事業者防災業務計画）、第８条（原子力防災組織）、 

第１２条（緊急事態応急対策拠点施設の指定等） 

      【第３章】原子力緊急事態宣言の発出及び原子力災害対策本部の設置等 

（第１５条～第２４条） 

      【第４章】緊急事態応急対策の実施等（第２５条～第２６条） 

      【第５章】原子力災害事後対策（第２７条） 

      【第６章】、【第７章】（略） 

 

  ２）内閣総理大臣、内閣官房長官、国土防災担当大臣、経済産業大臣、文部科学大臣 

が就任時に習得しておくべき「原子力事故時の災害対策本部」の体制とその活動 

について規定している。 

  ３）米国ＴＭＩ（スリーマイル・アイランド）発電所事故（１９７９年３月２８日発 

生）後における「防災指針」及び「モニタリング指針」の制定、並びに「ＳＰＥ 

ＥＤＩ（緊急時環境線量情報予測シシテム）」モデルによる「放射性物質の拡散予 

測システム」の運用体制は、「原子力安全委員会の使命感に燃えた尽力」により既 
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に整備されていた（昭和６０年（１９８５年）までには開発完了していた）。 

しかし、（ⅰ）内閣府の閣僚達は原子炉事故時の防災体制について全くの「無知・ 

不知」であったこと（菅直人内閣総理大臣に対し「原子力災害対策本部の設置」 

を説得するのに５時間以上を要したとされている。）、並びに（ⅱ）「ＳＰＥＥＤＩ 

（緊急時環境線量情報予測システム）」モデルによる「放射性物質拡散予測データ」 

を「非公開扱い」（事故の状況をひたすら隠した枝野内閣官房長官の罪は重い。） 

として住民の避難をミスリードしたことにより、福島第一原子力発電所事故によ 

る「地域住民の原子力災害」を大きくし、「国家の空洞化による悲劇的人災」を齎 

すこととなった。しかも、政府は誰も責任を取っていないし、国民から厳しく責 

任を訴求する動きもない。 

 

視点Ⅱ－１４．求められる「技術的知見が尊重される規制体系」及び「政治体制」と「事 

務系原子力発電所長」  

１）所管の行政庁では「専門家による技術的知見と判断が尊重されるべき」であり、  

「原子力技術には全くの素人である者の判断に支配される規制体制」では成功しえな 

いし、緊急時の対応にも「全く役に立たない」ことは論を俟たない。 

  ２）また、官邸における政治家達が「原子力技術及び原子力災害対策について無知・ 

不知であること」は、統治責任の放棄であり、国家として許されることではない。 

官邸には「原子力技術及び原子力災害対策に関する専門家を常駐」させ、「高度な情 

勢判断と事故情報を的確に提供する体制」を整備しておくべきである。 

  ３）原子力発電所の緊急時における「発電所長」は、「現場の最高責任者」として「緊

急時対応に関する咄嗟の判断」を求められるので、「当該発電所に勤務した職歴や原

子力発電所の知識を高度に有した者」が配置されるべきである。 

たまたま、福島第一原子力発電所は、地震発生の僅か４カ月前に「事務系の所長」 

に代えて「技術系の発電所長」が発令されていたが、福島第二原子力発電所及び柏 

崎・刈羽原子力発電所がいまだ「事務系の原子力発電所長」のままである（注：平 

成２５年（２０１３年）４月現在）のは、東京電力㈱社長が「原子炉事故時対応の 

重大性」を認識せず「原子力技術を舐めている証拠」と言わざるを得ない。 

 

視点Ⅱ－１５．求められる「報道関係者の技術的能力と識見」 

  １）現在の「原子力関係記事の原稿を書く新聞記者等報道関係者」は、９割以上「事務

系の学部」の卒業生である。在学中、原子力工学、機械工学、電気工学等の単位を

修得していないので「原子炉事故を理解する学理能力」に乏しく、「提供された発表

文書」、「レクを受けた口頭説明」の理解できた範囲で記事を書かざるを得ない。ま

た、本社の「編集デスク」、「ＴＶディレクター」等もほとんど事務系であるので、  

原子炉事故に関して事実関係を分析し、正しく批評する能力・識見に乏しい。 
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  ２）このため、「国民のために真実を伝える」ことはできず、ただ発表側の情報をう 

   のみにして記事を書いている「ベタ記事」は、国の将来に取って不幸であり、危険 

   である。（たまたま原子力の実情を熟知している記者や解説者がいた場合、「煙たい 

   存在」として、いつの間にか「異動」となり、ＴＶの画面からも消えるケースが多 

い。（電力側からスポンサーとして報道関係に注ぎ込まれて来た原子力広報予算の副 

作用は大きい。） 

   ３）福島第一原子力発電所の事故に関しても、国民に取って多くの大切な実情が報道 

されないままであり、このことは国民の将来にとって危険であり、憂慮される。 

 

視点Ⅱ－１６．東京電力㈱による「当事者能力の限界」の認識と、求められる「すべての

事故情報の開示」による「内外各方面からの事故収拾対策への協力要請」への転換 

   １）福島第一原子力発電所の事故は、世界の原子力技術者の想像を超える『壊滅的原

子炉事故』であり、事故を起こした各原子炉はまさに『多臓器不全』の状態にある

ので、「事故状況の深刻さ」は隠し通せるものではない。 

   ２）各原子炉の事故収拾対策が東京電力㈱の「当事者能力の限界」（技術的能力及び資

金的能力）を超えていることを率直に認め、「すべての原子炉事故情報をオープンに

すること」を前提として、「国、外国原子力機関等関係各方面からの事故収拾対策協

力を要請する方針」に転換すべきである。 

   ３）これまでの東京電力㈱の報道姿勢は、「原子炉事故の深刻さをできるだけ隠して、

その場その場を凌いで行く」との消極的態度が顕著である。例えば、記者会見にお

ける「各原子炉において前日に起こった軽微な事象について長々と説明し、原子炉

事故の核心を突く事項については質問が無い限り話さない。」等が典型的事例である。 

   ４）このような「事故の核心に触れない報道姿勢」では、今後の国の協力や外国機関

からの技術協力を受ける際に「事故状況の真実が分からない」として、有効な事故

収拾対策の協力が得られないこととなる。 

   ５）東京電力㈱は、事故収拾対策における「当事者能力の限界」を潔く率直に認め、

過去の報道姿勢を改め、「すべての事故情報を開示して、広く関係各方面からの事故

収拾対策への協力を要請する方針」に転換することは、東京電力㈱の報道対応者を

「苦悩（どこまで隠すのか、事実を認めるのか等の判断の苦悩）から解放すること」

を意味する。彼らは、「すべての事故情報をオープンにしてよい」こととなり、毎日

の記者会見で「隠すか・隠さないかで悩まなくても済む」こととなる。 

 

視点Ⅱ－１７．「原子力規制行政の立直し」の基本的方向 

   今後の「原子力規制行政の立直し」の基本的方向を挙げると、次のとおり。 

（１）「科学的知見」、「技術的見識」が尊重され優先される「独立の規制体制」（原 

子力規制委員会、原子力規制庁等）の確立と、規制部門の長として「緊急時 
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対策指導者としてのリーダー」の育成・訓練 

（２）「保安規制」から、純粋に「国民(地域住民及び作業従事者)の安全確保を図る 

  ための安全規制」への転換 

（３）「原子力開発推進体制」からの完全な訣別 

（４）「安全委員会」の「諮問機関」から「行政委員会」へ移行による権限強化 

（５）「原子力規制行政」と「原子炉事故防災行政」との連携・一体化 

 

視点Ⅱ－１８．「原子力技術の包括的立直し・再構築」の基本的方向 

   「未曾有の原子炉事故」を起こして「多臓器不全の状態」にある我が国の原子力技術 

を立直すためには、次のような「極めて長期の困難な取組み」が求められる。これ 

までのような「安易な見方、舐めた考え」は許されない。 

（１）原子力規制委員会による「究極の原子炉事故防止安全基準」の策定・施行 

＊「原子炉事故を起こさないために必要かつ十分な『自然的条件』への配慮」、 

「原子炉過酷事故防止対策の実施」等 

（２）法令制度面での「遡及適用（バック・フィッティング）制度」の導入による 

各原子炉の安全性の整合化 

＊原子炉等規制法、電気事業法の改正等 

    (3)「必要かつ十分な自然的条件への配慮」、「過酷事故防止対策の実施の要求」を 

満たす原子炉の峻別 

       ＊原子力規制委員会による審査に委ね、政治と行政は干渉しない。 

   （４）既設５４基の原子力発電所の「発電所敷地内及び近傍の活断層の活動度の評 

価」、「十分な耐震設計」の実施 

（５）「徹底した津波・高潮対策」の評価と実施 

（６）「経年原子炉の余寿命評価」と運転停止措置等 

   （７）すべての原子炉に対する「ストレス・テスト（安全裕度評価）」の厳正な適用・ 

評価 

 

 

第Ⅲ編 「原子力４枚の手形」と「核燃料サイクル政策」 

 

視点Ⅲ－１．「原子力４枚の手形」 

   原子力発電の開発・利用を進めてきた政府及び電力業界が、昭和３０年代から「地 

元説得に際して約束した事項」をまとめると、次のとおり。 

これらの約束事項は「原子力４枚の手形」と呼ばれている。 

【手形１】「原子炉は、多重防護の事故防止対策を講じており、かつ国の安全審査を 

受けているので、安全である。」    （原子炉事故は起こらない。） 
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   【手形２】「使用済核燃料は、国の方針により再処理のため、発電所で半年間冷却し 

た後は、再処理施設に向けて運び出す。」 （発電所には貯まらない。） 

   【手形３】「放射性廃棄物は、国の方針により敷地の外で永久処分される。」 

                            （発電所には残らない。） 

   【手形４】「原子炉は４０年程度の運転期間終了後には、解体撤去して更地にする。」  

（その跡には新たな原子炉を設置することができる。） 

 

視点Ⅲ－２．核燃料サイクル施設の「青森県六ヶ所村」立地に際しての「電力と青森県間 

の協定」 

  １）核燃料サイクル施設の「六ヶ所村立地」に際しての「青森県側（青森県知事、六 

ケ所村長）」と「電力側（日本原燃サービス㈱社長、日本原燃産業㈱社長、電気事 

業連合会会長（立会人））」との間で締結された協定（「原子燃料サイクル施設の立 

地への協力に関する基本協定書」（１９８５年（昭和６０年）４月１８日締結）） 

（関連覚書を含む。）では次の３点が確約されている。       [文献１] 

① 再処理事業の確実な実施が著しく困難となった場合には、使用済核燃料は施

設外に搬出すること。 

② 青森県を高レベル放射性廃棄物の最終処分場としないこと。 

③ 使用済核燃料を再処理するための一時貯蔵保管、及び「海外から返還された

放射性廃棄物」の一時保管は認めるが、いずれ必ず県外に搬出すること。 

  ２）従って、再処理工場が本格運転できないときは、「使用済核燃料」は各発電所送 

り返されることになる。 

  ３）ここに、「海外から返還された放射性廃棄物」とは、日本の電力会社と「イギリス 

（ＢＮＦＬ）及びフランス（ＣＯＧＥＭＡ）の再処理事業者」の間で締結された「商 

 業ベースでの使用済核燃料再処理引受契約」（昭和５２年（１９７７年）９月及び 

 昭和５３年（１９７８年）５月締結）（約３２００トンＵの使用済核燃料の再処理 

 を引受けるとの契約：昭和５２年～平成１５年頃まで積み出しを継続）に基づき、 

日本から委託された使用済核燃料を再処理する際に発生した「放射性廃棄物（高 

レベル、中レベル、低レベル）が、契約に基づき日本に返還されたもの」である。 

４）再処理の結果得られた「金属Ｐｕ」（全体として約３１トン）は、イギリス（ＢＮ 

  ＦＬ）及びフランス（ＣＯＧＥＭＡ）の核燃料保管・貯蔵施設で厳重に保管され、 

一部は既に「ＭＯＸ燃料」に加工されて我が国に輸送されている。 

 

視点Ⅲ－３．使用済核燃料の処分と再処理 

  １）日本原燃㈱（青森県上北郡六ヶ所村）の「再処理工場」（年間の最大処理能力：８ 

００トンＵ）（平成１１年（１９９９年）操業開始）は、「高レベル放射性廃棄物」 

をガラス固化する工程「ガラス固化施設」の運転トラブルの連続により、平成１ 
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９年（２００７年）１１月の「アクティブ試験」開始以来、約５年の間「事前確 

認試験中」の位置付けに止まっている。「平成２４年（２０１２年）１０月の竣工 

予定」は、達成できる見込みはない。               [文献２] 

  ２）各原子力発電所から運ばれた再処理予定の「使用済核燃料」を受け入れる「使用 

済核燃料貯蔵プール」（貯蔵容量：３，０００トンＵ）は、既に９０％以上（２， 

９００トンＵを搬入済み）が満たされており、「使用済核燃料」を新しく受入れる 

容量はほとんどない。 

３）従って、原子力発電所が今後運転を再開しても、その結果出てくる「使用済核燃 

料」を「発電所敷地（サイト）外の再処理工場向けに運び出すこと」は、再処理 

施設が本格運転できない場合、不可能となる。このための対策としては、地元の 

了解を得て、発電所の敷地内に「使用済核燃料中間貯蔵保管施設」を緊急に増設 

しなければならない。 

  ４）「再処理工場」の運転見通しについて 

    ①「前処理施設」及び「化学処理施設」はフランスのサン・ゴバン社からの輸入 

（設計、製作、運転管理支援付き契約）であり、かつ運転支援の技術者も多数 

来ているので、これら施設の運転は順調に行くと推測される。 

②一方、「ガラス固化施設」は、「再処理施設の全体をフランスから輸入したので 

は、国内電力としての面子が立たない。せめて、『ガラス固化施設』は動燃・原 

研において３０年以上研究開発を進めて来ている国内技術で行くべきだ。」との 

判断で、実績のない国内メーカー（ＩＨＩ）に発注された。 

③「ガラス固化施設」を支える技術者のフェイド・アウト 

     動力炉・核燃料開発事業団（動燃）の研究開発に従事して来た「動燃の技術者」 

のほか、動燃を支えて来た「メーカーの技術者」は既に定年を迎えて退職・卒 

業してしまっていること、並びに日本原燃㈱の「電力から派遣された技術者は 

この分野では全くの素人であること」等から、この部門の「技術的ポテンシャ 

ルは今後とも低い」と考えざるを得ない。 

④「ガラス固化施設」の運転が国内技術では困難となった場合、方針を変更して、 

実績のあるサン・ゴバン社の支援を受けることが「本格運転開始への正道」と

思料される。 

   ５）運び込まれている「使用済核燃料」の発電所（サイト）への送返し 

    「核燃料サイクル政策」が放棄された場合並びに「再処理工場」が本格運転できな

い場合には、「電力と青森県間の協定」に基づき、使用済核燃料は各原子力発電

所に送り返されることになる。この「送返し使用済核燃料」の保管のためには、

地元の了解を得て、発電所敷地（サイト）内に本格的「使用済核燃料中間貯蔵保

管施設」を緊急増設しなければならない。 
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視点Ⅲ－４．放射性廃棄物の地下処分と「究極的地下処分技術」の確立の必要性 

   １）放射性廃棄物の地下処分事業を進めるために、「（財）原子力発電環境整備機構」 

（事業推進）及び「（財）原子力環境整備促進・資金管理センター」（費用の積立 

て及び管理）が設立されている。 

   ２）現在、「地下処分する事業場を決定したい。」として、地質調査を進めるための 

「調査候補地点」を募集中である。ただし、地点を決定できる見通しは全く立っ 

ていない。 

   ３）日本国内における地点選定の難しさ 

     ①「放射性廃棄物の地下処分場」に求められる条件は、次のとおり。 

     （ⅰ）地下水から遠いこと。 

     （ⅱ）活断層から遠いこと。 

     （ⅲ）人の居住区域から離れていること。 

      (ⅳ)将来（数千年～数万年）に亘り、天変地異（地震活動による断層のずれ等） 

が起こらないこと。 

②地点選定の難しさの根拠 

      （ⅰ）「放射性廃棄物」を地下に処分して「人間の管理の手」からはずした場合、 

その安全性に関しては「貯蔵容器（キャスク）の壁が腐食されて放射性物 

質が『地下水』に入り、これが断層の活動、天変地異等により地上に浸出 

して人体に影響を与えるという被爆経路」を考える「ＩＡＥＡ（国際原子 

力機関）による被爆線量の評価モデル」を採用しているため、このような 

長い年月の安定的貯蔵が求められる。 

      （ⅱ）我が国の場合、「①で述べた４つの条件」を満たす「地下処分場の候補地 

点」を探し求めることは、地質構造的に不可能と考えられる。 

      （ⅲ）例え「地下処分場の条件を満たす地点」があったとしても、地域住民の 

猛烈な反対運動が起こるので、「地下処分場」を誘致する地方自治体は「将 

来とも出て来ることはない」と見通される。 

４）以上のことから、「放射性廃棄物の地下処分場」は将来とも国内には建設できず、 

「放射性廃棄物」は発電所敷地内での貯蔵を余儀なくされる。 

   ５）今後、「放射性廃棄物」を「人間の管理の手からはずす」ための「地下処分」を 

実現するためには、発想を転換して「究極的地下処分技術」を構想して、これを 

開発実用化しなければならない。これまでのように、「原子力発電の『ダウンス 

トリーム・コスト』は１ｋＷｈ当たり１円程度以下」との「無理なデータ合わせ」 

のための「安上がりの地下処分技術」に拘っていてはならない。 

 

 

視点Ⅲ－５．原子炉廃止措置と原子炉解体 
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   原子炉の運転を止めて「廃炉」とし「原子炉解体」を進める方途は、以下に示すよ

うに、決して安易な工程ではない。「原子炉を解体撤去して、更地にする」との「原 

子力４枚目の手形」は、「実質的に落とすことが不可能な手形」である。 

    １）第１段階：除染と低線量化遮蔽の施工 

     作業員が管理区域内に入れるよう、除染及び低線量化遮蔽の施工を行う必要が 

ある。 

２）第２段階：「使用済核燃料」の取出し、並びに保管又は搬出 

   ①使用済核燃料の敷地外への搬出が可能である場合は、搬出する。 

      ②使用済核燃料の敷地外への搬出が不可能である場合、「敷地内貯蔵保管」と 

なる。 

３）第３段階：原子炉施設・機器類の解体と敷地外への搬出 

① 体積を縮小するため又は敷地外に搬出して処分するため、原子炉施設・機

器類の切断等による解体を行う。 

② 放射化した施設・機器類を敷地外の「処分場」に搬出する。ただし、「敷地

外処分場」の立地は社会的に極めて困難と見通される。 

③このため、解体した「原子炉施設・機器類の廃材」は発電所敷地内若しくは 

原子炉建屋内で、「保管区域を定めて長期保管」せざるを得ない。 

   ４）第４段階：原子炉建屋及びコンクリート支持構造物の解体 

①放射化されている「コンクリート廃材」は、敷地内保管又は敷地外の「処分 

場」に搬出する。ただし、「敷地外処分場」の立地は極めて困難であり、「放 

射性廃棄物」を敷地外に搬出することすら社会的に不可能である。このため、 

「コンクリート廃材」は「発電所敷地内若しくは原子炉建屋内に保管する」 

しか手段がない。 

     ②放射化されていない「拘束限界値以下」の「コンクリート廃材」は、国の施 

策においては「産業廃棄物」として敷地外に搬出され「有効利用若しくは埋 

立て処分される」と想定されているが、「敷地外に搬出する」若しくは「敷地 

の境界を超えて移動させる」ことには、地域の住民及び地方議会の強烈な反 

対がある。 

③このため、原子炉１基当たり発生する「約３０～５０万トン」の「コンクリ 

ート廃材」（放射化されているものだけでなく、「拘束限界値以下のもの」で 

あっても）を、「発電所敷地（サイト）から外部に搬出することは将来とも不 

可能である」と認識しなければならない。 

   ５）従って、我が国の「原子炉廃止措置」においては、①「解体した原子炉施設・ 

機器類」、②「放射化されたコンクリート廃材」、③「（放射化されていない）拘 

束限界値以下のコンクリート廃材」、及び④「取り出した使用済核燃料」ともに、 

発電所敷地外に搬出することはできないので、すべて「発電所敷地内で貯蔵保 
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管する」ことになるが、これらの貯蔵保管施設の設置には「原子炉設置面積と 

同等若しくはそれ以上の面積」を必要とする。 

    ６）以上述べたところから、原子力発電所の敷地の広さの制約を考慮すると、「原 

     子炉廃止措置」として「原子炉を解体撤去して更地にすること」は到底不可能 

     であり、政策として採用し得ないことである。 

 

視点Ⅲ－６．原子力発電所の最終形態 

   １）原子炉廃止措置・原子炉解体を行っても、「原子炉施設・機器類の廃材」、及び 

「コンクリート廃材」（放射化されているかいないかを問わず）は、社会情勢から 

「敷地外に搬出すること」若しくは「敷地の境界を超えて移動させること」はで 

きない。 

   ２）取出した「使用済核燃料」の搬出先も、青森県六ケ所村の再処理工場が本格運 

転できない限り、得られる見通しがない。 

   ３）以上のことから、「運転を止めて『廃炉』となった原子力発電所」及び「廃炉措 

置として『原子炉解体段階』に入った原子炉」の最終形態は、次のような姿と 

なろう。 

① 原子炉建屋はそのまま保存するか、又は原子炉建屋の外に『コンクリート

製の囲い（格納庫）』（“チェルノブイリ型石棺”）を作り、その中に体積を

縮小した「原子炉施設・機器類の廃材」、「コンクリート廃材」を格納して

長期的に保管する。 

② 使用済核燃料は、敷地内の「使用済燃料中間貯蔵保管施設」に貯蔵・保管

しておき、将来の再利用に備える。 

③ 放射性廃棄物は、「放射性廃棄物貯蔵施設」を「本格的中期保管」できる構

造で増設し、長期にわたり安全に保管する。 

 ④放射線管理上の異常の有無を監視する体制（「モニタリング体制」）は、費用 

をかけて長期間維持しなければならない。 

４）放射性物質の半減期は長いから、「廃炉となった原子力発電所」の最終形態とし 

ては、半永久的に「人間の管理の手からはずすこと」はできない。このため、「使 

用済核燃料及び放射性廃棄物の貯蔵保管・管理費用の支出」、「地元への迷惑料の 

支払い」（使用済核燃料の貯蔵保管、放射性廃棄物の貯蔵保管等が理由）、「モニタ 

リング体制維持のための費用支出」等は続き、電力会社にとって巨額の後年度負 

担を強いる「長期的不良資産」となるので、これに耐えられる電気事業の経営形 

態（発送電一貫体制の継続）が求められる。 

 

 

視点Ⅲ－７．ウラン濃縮事業の見通し 
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  １）日本原燃㈱の「ウラン濃縮工場」（濃縮能力：１，０５０トンＳＷＵ）は、平成 

４年（１９９２年）の操業開始以来、遠心分離機（シリンダー）の「振動大の警 

報発生」により、「遠心分離機（シリンダー）の運転系列からの解列」が進んだ。 

平成２２年（２０１０年）にはプラント全体の運転停止に追い込まれた。 

  ２）現在は、「新型遠心分離機への取替工事」（平成２４年（２０１２年）１２月終 

了予定）が進められている。 

３）遠心分離機（シリンダー）の「振動大の警報発生」の要因については、以下の 

ように推測されている。 

① 濃縮操作の対象となる「ＵＦ６」は、液相を持たず「固体から固体への相変

化」（昇華）をする。 

② 遠心分離機（シリンダー）の内部において「温度分布のバラツキ」若しくは

「予熱時間の不足」等があると、「ＵＦ６の質量移動」が起こり、高速回転（毎

分１２，０００回以上）している遠心分離機（シリンダー）は、質量のバラ

ンスを失い、「振動大の警報」を発生することとなる。 

③ 遠心分離機（シリンダー）がバランスを崩して「爆発・飛散」すると、「破片

は遮蔽体を貫通して隣接のシリンダーを一斉に破壊する」ため、「プラント全

体の爆発・飛散事故」となる。（遮蔽体の必要厚さはコンクリートでも１Ｍ以

上を必要とするので、実際のプラントでは、設置されていない。） 

④ この「プラント全体の爆発・飛散事故」を回避するため、「振動大の警報」が

出た遠心分離機（シリンダー）は、すぐに解列しなければならない。 

⑤ 運転開始後２～３カ月で「解列された遠心分離機（シリンダー）は３割程度」

にも達したが、その後も解列は進み、ついに「プラント全体の運転停止」と

なった。 

  ４）遠心分離機（シリンダー）の『振動大』が発生した要因 

     ①日本原燃㈱が動力炉核燃料開発事業団（動燃）との間に「ウラン濃縮技術に関 

する技術移転契約」（要確認）を締結した際、「設計・施工技術分野」について 

は技術移転を求めたが、「運転管理技術分野」については「契約の対象」とし 

なかった。 

②動燃は、岡山県「人形峠事業所」（要確認）において「遠心分離方式によるウ 

ラン濃縮パイロットプラント」（遠心分離機（シリンダー）：約３，０００本） 

を苦労の末成功させていた。（成功までには実に「１３０ケースの設計モデル」 

を試みたと言われる。） しかし、このようにして得られた貴重な「運転管理 

技術」（プラント起動に際して遠心分離機（シリンダー）の十分な予熱を行う 

ことの重要性等）のノウハウについては、技術移転契約の対象とされなかった 

ので、動燃側は黙していた。 

③日本原燃㈱は、自前の運転操作要領書により「ウラン濃縮工場」を起動して遠
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心分離機（シリンダー）の『振動大』を起こし、予想を上回る「遠心分離機（シ

リンダー）の解列の進展」、ひいては「プラン全体の早期運転停止」を招いたこ

とになる。 

 

 

第Ⅳ編 我が国の原子力技術者 

 

視点Ⅳ－１ 電力の原子力技術者 

   １）電力会社の「原子力第１世代」は「電気工学科卒」が主流であり、彼らは次のよ 

うに「電気工学の流儀」で考え、原子炉を設置した。 

① 原子力発電所の「基本設計」は、「原子炉設置許可申請時の国の審査」（安

全審査）で審査されるので、自分で上乗せする必要はない。（国の安全審査

をパスすれば十分との考え。） 

② 「詳細設計」については、原子力発電所の「機器の発注仕様書」を書いて

製造者に発注すれば「製造者は発注仕様書に基づいて誠実に原子炉機器を

作って納めてくれる」はずであるから、原子炉設置者が「製造者の詳細設

計を疑って逐一審査する」必要はない。 

③ 「品質管理」（特に、溶接部の使用前検査）についても製造者に任せておけ

ばよく、原子炉設置者が細部まで直接責任を持つ必要はない。 

④ 「運転操作要領書」も本来製造者が作って提供するベきもので、「運転員の

人為的ミスを排除すること」を目的として「原子炉設置者が命をかけて運

転操作要領書案を審査する」必要はない。（「取扱い説明書」と同様の考え。） 

   ２）電力会社の原子力技術者は、大学、研修機関等において「原子炉部門」は学問的 

に経験しているが、「濃縮部門」、「再処理部門」、「放射性廃棄物処理部門」、「研究 

開発部門」では門外漢であり、素人である。このため、これらの部門の組織に出 

向しても学問的には「素人」であり専門的知識を有していないので、「電力会社の 

技術者を集めるだけ」では役に立たない。また、「出向派遣者」である限り、本腰 

は入らない。 

   ３）大学の「原子力工学科」の講座は、「炉物理」、「炉心設計」、「炉心制御」等原子 

炉研究開発段階での学問が中心であり、「熱工学」、「熱力学」、「流体力学」等機械 

工学の分野ですら「プルーブンな技術領域」として重点が置かれていない。 

   ４）「詳細設計は製造者に任せておけばよい」との考えで、「詳細設計の審査を社内組 

織を挙げて取り組むべき」との認識はない。「国の詳細設計審査（工事計画認可） 

の範囲内で十分」として、「基本設計」とは別の担当者に任せており、社内におけ 

る設計思想の継続性はない。 

５）「運転操作要領書」の作成において、「運転員の人為的ミスの排除の原則」を確 
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立し、これを「基本通則として貫くべき」とは考えたことがない。 

    ６）原子炉機器の「製造時の初期高品質の理論」（３次元応力解析の実施、溶接部の 

各種使用前検査の実施等）から、運転管理段階でのコスト低減及び点検作業の工 

数削減のため、「定期点検」（メインテナンス）における「原子炉施設・機器類の 

点検頻度の縮減」と「溶接部抜取り検査」を採用した。 

このため、定期点検（メインテナンス）における「点検作業不良・整備不良」、「ス 

テンレス鋼材溶接部の応力腐食割れの見逃し」等が頻発し、これに立会する「国 

の定期検査の信頼性」をも失わせ、原子力発電所の安全性に関する地域社会の不 

信感を招いた。 

即ち、我が国の「原子力発電所の技術的実態は最初から空洞化」しており、「原 

子力安全神話」との乖離が当初から著しかったのである。 

    ７）「使用済核燃料再処理」、「放射性廃棄物の処分」及び「ウラン濃縮」については、 

「国が原子力政策として進めているので、これに注文を出して依存すればよい。」 

との基本的に「他力依存・甘えの構造」から出発した。 

     しかし、昭和５０年代に入り電力業界は「これら核燃料サイクル事業は、実用化 

した段階では民間に任せるべき」との要求を行い、電力自前の事業として「使用 

済核燃料再処理事業」、「放射性廃棄物処分事業」及び「ウラン濃縮事業」を推進 

して来たが、いずれも自分の技術力では成功を見ていない。 

 

視点Ⅳ－２ メーカーの原子力技術者 

    １）昭和３０年～４０年代の大学の「原子力工学科」は、「我が国のエネルギー問題 

を解決する『夢の技術』の工学科」として社会の期待が高く、競争倍率も烈しかっ 

たので、「卒業生のエリート意識」も極めて高かった。修士及び博士の高学歴を持 

つ人達が「夢と使命感」を持って大手メーカーに就職した。 

   ２）彼らは、昭和６０年代までは「軽水炉」の受注製作、「高速炉」の研究開発等に 

従事することができて、電力の下請けではあるが、順調な職歴を重ねることができ 

た。 

   ３）しかしながら、米国「ＴＭＩ（スリーマイル・アイランド）原子力発電所事故」 

（１９７９年３月２８日）の発生、ロシアの「チェルノブイリ原子力発電所事故」 

（１９８６年４月２６日）の発生の影響から、我が国における「原子炉の新規発注」 

が極めて少なくなったため、多くの原子力技術者が「窓際族」となった。 

   ４）その後の「原子力安全・保安院」の発足、「原子力技術基盤機構」の設置に伴い、

メーカーの高学歴技術者はこれら機関の「民間からの技術者採用」に殺到した。 

これらの機関に採用された技術者は、一朝にして「電力の技術者を規制・審査する 

側」となり、立場を逆転して「溜飲を下げる形」となった。 

    ５）しかし、「軽水炉」及び「高速炉」を受注したのは「日立」、「三菱」、「東芝」（Ｉ 
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ＨＩを含む。）の３社に限られており、かつ、これら３社に在籍している「原子

力技術者の専門領域は原子炉回りだけ」であるので、「ウラン濃縮」、「使用済核

燃料再処理」及び「放射性廃棄物処理」の分野では経験を有しない。 

    ６）「ウラン濃縮」、「使用済核燃料再処理施設」及び「放射性廃棄物処理施設」を国

の研究開発機関（動燃等）及び日本原燃㈱から受注したのは日揮㈱、千代田化

工㈱等のエンジニアリング会社が主流であったが、これら施設は「後続発注が

ない」ので、定年等により第１世代の技術者が退職してしまうと「後継の技術

者の維持」は困難となった。このため、受注した施設の納期から数年経過した

段階では、「日本原燃㈱等研究開発機関に対するサポート・スタッフを最早備え

ていない」状況となる。 

 

視点Ⅳ－３ 大学の原子力技術者 

   １）近年は、原子力開発の不人気に伴い、「原子力工学科」、「原子核工学科」等「原 

子力」の名称を冠した学科は少なくなっている。 

   ２）昭和３０年代～４０年代にかけて「原子力技術は我が国のエネルギー問題を解決 

する『夢の技術』である」として人気の高い学科であった頃は、教授陣も使命感 

に溢れ、エリート意識が極めて強かった。 

   ３）この「エリート意識」は、学生を『工学的安全性の確保』に偏る「開発側の論理」 

で卒業させるところとなり、広島＆長崎被爆の体験に基づく「原子炉事故の発生 

に怯え、原子力発電に不安感を持つ国民（地域住民）の心理に配慮した学問」と 

はならず、原子力技術の『社会的安全性の獲得』には留意されなかった。 

   ４）講座を持つ教授陣は、「原子炉の研究開発・実用化」を学問の主領域とし、米国 

ＮＲＣ（原子力規制委員会）の基準に依存した「基本設計」までは教えたが、そ 

れ以降の「詳細設計の審査の重要さ」、「運転管理・メインテナンス段階での『人 

為的ミス』を排除するための基本通則の確立」等は「大学の研究領域ではない」 

として、これらの分野の講座は設けられなかった。 

このため、原子力工学界では、現在でも「原子炉事故のトータルな発生防止シス 

テムの確立」並びに『社会的安全性の獲得』のための「原子炉管理学」は確立さ 

れておらず、２１世紀に入っても「罪を犯した学問」として「原子力工学は未成 

熟の段階に止まっている」と言わざるを得ない。 

 

視点Ⅳ－４ 研究機関・開発機関の原子力技術者 

     １）これまで「原子力研究機関」や「原子力開発機関」に就職した「原子力技術者」 

は、「原子力エネルギーの開発実用化という使命感に溢れた優れた人材の集団」 

である。 

    ２）彼らは幾多の困難を乗り切り、使命感に燃えて研究開発に取組んできており、 
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成功した事例も多い。 

① 成功したプロジェクト事例 

       (ⅰ)ウラン濃縮技術・パイロットプラント（動燃事業団） 

（ⅱ）新型転換炉（「ふげん」） 

       (ⅲ)高速炉Ｐu燃料 

(ⅳ)高速実験炉（「常陽 」） 

（ⅴ）高温ガス炉（実験炉） 

（ⅵ）原子力船「むつ」の原子炉設計（原船事業団） 

② 失敗したプロジェクト事例 

      （ⅰ）高レベル放射性廃棄物ガラス固化技術 

（ⅱ）原子力船「むつ」の遮蔽設計（原船事業団） 

（ⅲ）レーザー濃縮技術（研究組合） 

      （ⅳ）ウラン濃縮技術・実用化プラント（日本原燃㈱） 

      （ⅴ）高速増殖原型炉「もんじゅ」 

   ３）実用化を目指した「研究開発機関における大型プロジェクト」に失敗例が多いの 

は、①「研究開発プロジェクトを演繹的・包括的にハンドリングする」ための「組 

織の統率力」及び「システム構築＆運営能力」を備えた「プロジェクト・マネー 

ジャー」を育てられなかったこと、並びに②研究開発組織自体において「プロジ 

ェクト・マネージャーの必要性を認め、これに全権を付与する組織体制としなか 

ったこと」に起因する。概して、日本の技術者は、核兵器を保有する国の技術者 

に比べて、原子力分野の経験が狭く、精神的に「矮小」かつ「幼稚」であるよう 

に見える。 

 

 

第Ⅴ編 原子炉事故と「原子力損害賠償責任制度」 

 

視点Ⅴ－１．「原子力損害賠償法」における原子力事故と損害賠償責任 

   １）「原子力損害の賠償に関する法律」（昭和３６年法律第１４７号）（抄） 

    ①第２条（定義）第２項（抄） 

    「原子力損害」とは、核燃料物質の原子核分裂の過程の作用又は核燃料物質等の 

放射線の作用若しくは毒性的作用により生じた損害をいう。 

    ②第３条（無過失責任、責任の集中等） 

     原子炉の運転の際、当該原子炉の運転等により原子力損害を与えたときは、当 

該原子炉の運転等に係る原子力事業者がその損害を賠償する責めに任ずる。た 

だし、その損害が異常に巨大な天災地変又は社会的動乱によって生じたもので 

あるときは、この限りでない。 
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    ③第４条 

     前条の場合においては、同条の規定により損害を賠償する責めに任ずべき原子 

力事業者以外は、その損害を賠償する責めに任じない。 

    ④第７条（損害賠償措置の内容）、第８条（原子力損害賠償責任保険契約）、第１ 

０条（原子力損害補償契約）。（略） 

    ⑤第１６条（国の措置）第１項 

     政府は、原子力損害が生じた場合において、原子力事業者が第３条の規定によ 

り損害を賠償する責めに任ずべき額が賠償措置額を超え、かつ、こ法律の目的 

を達成するために必要があると認めたときは、原子力事業者に対し、原子力事 

業者が損害を賠償するために必要な援助を行うものとする。 

    ⑥第１８条（原子力損害賠償紛争審査会） 

     文部科学省に、原子力損害賠償に関して紛争が生じた場合における和解の仲介 

を行わせるため、政令の定めるところにより、「原子力損害賠償紛争審査会」を 

置くことができる。     

   ２）【②「第３条ただし書き」における「異常に巨大な天災地変」に該当するか否か 

に関する考察】 

    （ⅰ）「福島第一原子力発電所事故」が「第３条ただし書きに該当する」と判断さ

れた場合、東京電力㈱は「第３条に定められている原子力損害を賠償する責

めに任ずる。」との規定の適用を免れる。このため、当初、東京電力㈱の幹部

は「福島第一原子力発電所事故」は『異常に巨大な天災地変』によるもので

あり、東京電力㈱は損害賠償の責任を免れる。」の主張を各方面に展開した。 

    （ⅱ）しかし、法律家の見解は、概要次の通り。 

① 福島第一原子力発電所の北方約１３０ｋＭにある東北電力㈱女川原子力

発電所は、「津波高さＯＰ＋１３．８Ｍ」であったにも拘わらず、「敷地

高さ：ＯＰ＋１４．８Ｍ」であったため、津波の被害を受けていないこ

と。 

② これに対し、福島第一原子力発電所は、復水器冷却海水の汲上ポンプの

所内動力を軽減する等の目的で、わざわざ「敷地高さ：ＯＰ＋１０Ｍ」

（１号炉～４号炉）まで海岸段丘を削り込んで整地したため、「津波高

さ：ＯＰ＋１４～１５Ｍ」の襲来により「浸水深さ：約４～５Ｍ」を被

り、原子炉建屋内に浸水を招いたもの。 

なお、同発電所第５号～６号炉は「敷地高さ：ＯＰ＋１３Ｍ」と嵩上げ

されていたため、損害は軽微に止まった。 

③ 一方、福島第一原子力発電所の南方約１２ｋＭにある同社「福島第二原

子力発電所は、「敷地高さ：ＯＰ＋１２Ｍ」に整地されており、「津波高

さ：ＯＰ＋１４～１５Ｍ」であったが、主要建屋設置エリアでの浸水は
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１号炉建屋の南側の一部に限られ、大きな被害とはならなかった。 

④ 以上のとおり、女川原子力発電所及び福島第二原子力発電所はほとんど

被害を受けておらず、「甚大な被害を被ったのは福島第一原子力発電所」

だけであるので、「第３条ただし書き」の「異常に巨大な天災地変」に

は該当しないと判断された。 

    （ⅲ）このような「法律家の見解」を受けて、国は「東京電力㈱に損害賠償の責 

任がある」として、今後の損害賠償を可能にし、かつその継続を支援して 

行くための組織体制として「原子力損害賠償支援機機構」が設立された。 

 

 

第Ⅵ編 福島第一原子力発電所の今後に関する洞察 

 

視点Ⅵ－１．「多臓器不全」原子炉の炉心冷却機能の維持 

１）福島第一原子力発電所の１号炉～４号炉は、「炉心溶融・崩壊」、「水素爆発」等に

より、まさに「多臓器不全」の「廃炉状態」にある。かつ、原子炉建屋には「地震

動による割れ」が入っているので、「再度の地震動襲来の際の原子炉建屋の強度低

下に関する評価」が必要である。（後述） 

   ２）核燃料が装荷されている１号炉～３号炉及び５号炉～６号炉は、「炉心冷却を継 

     続・維持する」必要がある。 

   ３）４号炉に関しては、「使用済核燃料プール」の冷却機能の継続、並びに早期の「使 

用済核燃料の搬出」を行う必要がある。（水素爆発により使用済燃料プールの支持 

機構が損傷し、強度が落ちているので、次の地震動により崩壊する惧れがあるた 

め。） 

   ４）５号炉～６号炉は、損壊状況はひどくないので「技術的には運転再開は可能」と 

思われるが、地域住民及び福島県知事の同意を得ることは極めて困難であるので、 

いずれ「廃炉措置」を決断せざるを得ないと見通される。 

   ５）東京電力㈱は、昭和２６年（１９５１年）の会社設立以来、我が国電力会社のリ 

ーディング・カンパニーとしての「栄光の６０年」を謳歌して来たが、その次に 

は自ら招いた福島第一原子力発電所事故による「同時複数の廃炉作業と原子力損 

害賠償の継続」という「苦節呻吟の６０年」を迎えることとなる。 

 

視点Ⅵ－２．「原子炉建屋の地震動による割れ」に伴う「地下水の侵入・浸出の防止対策 

の緊急実施」、並びに「原子炉建屋の割れに関する強度低下の評価と補強対策」の 

実施の必要性 

放射性廃液の増量防止及び海域への浸出防止のため、並びに再度の地震動襲来に 

よる「原子炉建屋の崩壊防止」のため、緊急に以下の措置を実施する必要がある。 
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    【措置１】福島第一原子力発電所１号炉～４号炉を囲む「鋼矢板製遮水壁の設置」 

による地下水の遮断、若しくは「セメントミルクの注入等による地下遮 

水壁の設置」による地下水の遮断 

    【措置２】「原子炉建屋の地震動による割れ」に伴う「原子炉建屋の強度低下の評 

価と補強対策工事」の実施 

 

   【考察１】「原子炉建屋の地震動による割れ」が発生したことは、「地下水の侵入が 

毎日約４００トン」とされていることから、明白である。しかしながら、「原子 

炉建屋のどの位置に割れが発生しているか」並びに「どの程度の割れであるか」 

の確認は、格納容器内の放射線量が極めて高いため、「人」による確認はなされ 

ていない。 

   【考察２】「原子炉建屋に地震動による割れが発生していること」の「原子炉建屋の 

強度に与える影響」は全く評価されていないから、「再度同じ強さの地震動が襲 

来した」場合、「原子炉建屋の強度は損なわれている」ので「崩壊の危険度が極 

めて高い。」ことになる。 

この「原子炉建屋の地震動による割れに関する強度低下の評価」は、国会事故 

調査委員会の報告書にも、政府の報告書にも触れられていない。 

原子炉建屋が崩壊すれば、それに支えられている「原子炉格納容器」、「原子炉 

圧力容器及び主要配管」、「再循環ポンプ等大型機器」、「非常用炉心冷却設備」 

等のサポートが失われ、原子炉全体が崩壊する危険性がある。再度の地震動襲 

来に備えて、「原子炉建屋の割れの箇所及びその程度」を確認の上、「しっかり 

した強度評価と補強対策工事」を実施して置く必要がある。 

【考察３】「原子炉廃止措置」としての「原子炉解体」は２０年～５０年と極めて長 

期間を要する作業であるので、この間の「原子炉建屋の風化・劣化による強度 

低下」も常に監視・評価して行く必要がある。 

 

視点Ⅵ－３．除染と低線量化遮蔽の実施  

１）格納容器内及び原子炉建屋内に「人」が入り、破壊状況、汚染状況等を確認する 

ためには、「除染と低線量化遮蔽」の実施が必要である。 

   ２）これらの作業を効率的に進めるためには、遠隔作業システム、高機能遠隔作業ロ 

ボット技術の開発・導入が前提となる。 

 

視点Ⅵ－４．原子炉建屋＆原子炉施設・機器類の破壊・損壊状況の確認、並びに「原子炉 

建屋の補強対策工事」の実施 

    １）原子炉建屋内に「人」が入れる状態となれば、原子炉建屋、原子炉格納容器、 

原子炉機器・配管、計測・制御装置等の破壊・損壊状況を確認することができる。 
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   ２）原子炉建屋は、「当初の地震動による割れ」が入り、地下水が大量に浸入・浸出 

しているので、「原子炉建屋の割れの箇所及びその程度」を確認の上、「地下水 

の侵入、浸出の防止対策」を講じるとともに、しっかりした「原子炉建屋の補 

強対策工事」を実施して、次の地震動の襲来に備えて「原子炉建屋の強度を回 

復しておく」必要がある。 

 

視点Ⅵ－５．高線量区域での「高機能遠隔作業ロボット技術」の開発 

   １）原子炉管理区域、発電所敷地内双方とも放射線量が高いので、高線量区域での作 

業を進めるためには、「除染、測定、解体作業等それぞれの作業に適した機能を有 

する遠隔作業ロボット技術」の開発が必要である。 

   ２）このような「高機能遠隔作業ロボット技術」の開発には、数年を要する長期戦を 

覚悟しなければならないが、「原子炉建屋の風化・劣化は時間の経過により着実 

に進む」ので、時間的余裕はない。 

 

視点Ⅵ－６．熔融核燃料の取出し（カッター・ホブ等による粉砕） 

   １）原子炉格納容器内、原子炉建屋内、原子炉圧力容器内における「熔融核燃料」の

状況をまず確認しなければならない。 

   ２）熔融して固まった「核燃料の塊」は、重量が２０トン～３０トン～４０トンの固 

形物（塊り）であると推定されるから、「起重機による吊上げ・取出し」は不可能 

である。 

   ３）このため、「溶融核燃料」（いかなる化合物として存在するかを確認の上）は、カ 

ッター、ホブなどの切削工具で切断又は切削して「粉体」として排出する方法が適 

切と考えられる。 

   ４）「熔融核燃料」の炉外への取出しには２０年～３０年を要すると見込まれるが、 

原子炉解体作業の前提として、どうしてもやらなければならない作業である。 

 

視点Ⅵ－７．原子炉施設・機器類の解体と体積縮小 

   １）「熔融核燃料」を取出した後は、ようやく「原子炉施設・機器類の解体」が可能 

となる。切断、切削等により体積を縮小して、格納容器内の「遮蔽の利いた区域」 

に移動させる。 

   ２）放射化の程度に応じて、解体した「施設・機器類」を分類して保管する。 

 

視点Ⅵ－８．原子炉建屋及びコンクリート支持構造物の解体 

１）放射化されている「コンクリート廃材」は、敷地内保管又は「敷地外処分場」に 

搬出する。ただし、「敷地外処分場」の確保は極めて困難である。 

   ２）放射化されていない「拘束限界値以下」の「コンクリート廃材」は、産業廃棄物 
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として敷地の外に搬出したいが、社会情勢として実現する見通しにはない。 

３）従って、これらの「コンクリート廃材」は「全量発電所敷地（サイト）内保管」

とならざるを得ないため、地元住民の理解を得て、「コンクリ－ト廃材等貯蔵保 

管施設用の敷地」を買い足す必要がある。 

 

視点Ⅵ－９．コンクリート遮蔽による「原子炉建屋格納庫」の設置 

   １）「原子炉を解体・撤去して更地する」ことは、物理的に不可能であるし、社会情 

勢として「解体機器」、「コンクリート廃材」は発電所敷地から外部に搬出するこ 

とはできない。 

２）原子力委員会廃炉専門部会の報告書（平成２３年（２０１１年）１２月）に書か 

れている「原子炉を解体撤去して更地にする。」ことは、実現できない妄想である。 

この報告書に基づく東京電力㈱の「総合特別事業計画」は、現実性がなく悲劇的 

と言っても過言でないので、早い時期に是正される必要がある。 

   ３）従って、「溶融核燃料」の取出しに要する時間（２０年～３０年以上）を考慮す

ると、地震動に耐えられる十分な強度と遮蔽機能を持った「破壊された原子炉建 

屋を覆うコンクリート囲い（格納庫）」（“チェルノブイリ型石棺”）を設置するこ 

とが必要であり、かつ廃炉費用を少なく済ませることになる。 

 

視点Ⅵ－１０．「使用済核燃料」及び「放射性廃棄物」の「本格的中期貯蔵保管施設」の 

建設 

地元住民の理解を得て、敷地を買い足して、「本格的中期保管」を可能とする構造 

の「使用済燃料中間貯蔵保管施設」及び「放射性廃棄物中間貯蔵保管施設」を建 

設しなければならない。 

 

視点Ⅵ－１１．「原子炉建屋の風化・劣化による強度低下」の監視・評価、「放射線長期監 

視・モニタリングの継続」、並びに「破壊された原子炉建屋コンクリート囲い（格 

納庫）」（“チェルノブイリ型石棺”）の建替え 

   １）「原子炉廃止措置」としての「原子炉解体作業」は今後２０年～５０年間と極め 

て長期間を要する作業であるが、この間における「破壊された原子炉建屋の風化・ 

劣化」の進展を避けることはできないから、その監視・評価を継続する必要があ 

る。 

   ２）「破壊された原子炉建屋を覆うコンクリート囲い（格納庫）」の設置後も、内部に 

大量の放射性物質を包有するので、半永久的に原子炉施設及び敷地周辺の放射線 

監視・モニタリングを継続しなければならない。 

   ３）「原子炉建屋コンクリート囲い（格納庫）」には寿命があるので、適当な間隔（例

えば３０年～４０年毎に）をもって建替えなければらない。 
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   ４）このように「廃炉」となった原子炉は、電気事業者（原子炉設置者）にとっては 

半永久的に「莫大な後年度負担を伴う不良資産」となることが洞察される。 

 

視点Ⅵ－１２．「送電線等電力輸送設備」の耐震性強化と「発電所耐震性との整合化」 

   １）東京電力㈱は、昭和６３年度から国の助言を受けて、社内自主作業として、国内 

有数の学識経験者を網羅した「電気設備の耐震性検討委員会」（要確認）を組織し、 

２年間に亘り、以下の項目について検討を行った。 

① 社内各電気設備（火力発電所、原子力発電所、変電所、開閉所、送電線路、

事務所等）の「耐震設計の方針及び考え方」を整合化させる。 

②変電所及び開閉所に関しては、「直下型地震」をも対象とする。 

③社内電気設備に対して所要の「耐震強化工事」を施工する。 

   ２）この検討委員会の報告書に基づき、東京電力㈱は昭和６４年（平成元年）度以降 

各電気設備に対して「耐震性強化工事」を実施した。 

因みに、今回の「東北太平洋地震（平成２３年（２０１１年）３月１１日発生）」 

に伴う地震動によっても、十分な耐震強化工事を実施したと推測される千葉県、 

茨城県及び栃木県の「超高圧送電系統設備」（送電線、変電所、開閉所）は、ほ

とんど被害を受けなかった。 

   ３）一方、福島第一原子力発電所に連系する「新福島変電所」及び「接続送電系統」

に対しては「いかなる耐震性強化工事が施されたか」は、不明である。 

今回の地震動による烈しい損壊状況から判断すると、「原子力発電所に連系する 

聖域」として、上記の「電気設備の耐震性検討委員会」（要確認）の報告書は活 

かされず、「極めて脆弱な耐震強度のまま放置されていた」と推測される。 

   ４）従って、福島第一原子力発電所に連系する「送電線等電力流通設備」には、今後 

「地震時における外部電源喪失防止対策」として「発電所原子炉施設と同等若しく 

はそれ以上の耐震性」を付与できるよう「補強対策」が実施されるべきである。 

     

 

第Ⅶ編 我が国の原子力技術の立直しに関する処方書 

 

【処方１】既設の原子力発電所５４基の扱い 

  １）運転再開の基本方針（１０項目） 

   （１）究極の「原子炉事故防止安全基準」の策定・施行（原子力規制委員会） 

   （２）改訂後の「原子炉事故防止安全基準」の「遡及適用（バック・フィッティ 

ング）」の法制化 

   （３）「必要かつ十分な自然的条件への配慮」、「過酷事故防止対策の実施」の審査・ 

確認 
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   （４）既設５４基の原子力発電所の「敷地内及び近傍の活断層」に関する「最新 

の判断基準」（１２～１３万年以降活動なし）による「活動度の評価」、並 

びに「十分な耐震設計」の実施 

【原子力規制委員会が現地調査を予定している６発電所】 

       ①東北電力㈱東通原子力発電所、②北陸電力㈱志賀原子力発電所、 ③日本 

原子力発電㈱敦賀原子力発電所、④日本原子力研究開発機構・高速増殖原 

型炉「もんじゅ」、⑤関西電力㈱美浜発電所、⑥関西電力㈱大飯発電所  

      ＊原子力規制委員会の「活断層に関する地質学的見解と判断」は１００％尊 

重されるべきであり、専門家でない政治家や評論家、電力の強圧的要望、 

偏った新聞論調等によって判断が歪められてはならない。  

   （５）「徹底した津波・高潮対策」の評価と実施 

   （６）「発電所全電源喪失防止対策」の完全実施 

   （７）すべての原子炉に対する「ストレス・テスト（安全裕度評価）」の厳正な適 

用・評価 

   （８）「経年劣化炉」（例えば、運転期間：４０年以上）の「余寿命評価」と原則 

運転停止措置等 

       ＊この場合、「圧力容器材料の脆性遷移温度の上昇」、「機器の全面腐食の進 

行」、「機器溶接部の応力腐食脆化の進行」、「安全保護装置の機能低下」、 

「計測制御装置の全般的劣化」等が判断事項となる。 

   （９）送電線、変電所等電力流通設備の耐震性の抜本強化 

      原子力発電所と連系する「送電線等電力流通設備」は「原子力発電所と同等 

若しくはそれ以上の耐震性」を付与されなければならない。 

即ち、「地震時における外部電源喪失防止」のため「送電線等電力流通設備の 

耐震性」を抜本的に強化し、「発電所耐震性との整合化」を担保しておく必要 

がある。 

   （１０）原子力災害対策指針類の改訂充実と、国（地方自治体を含む。）及び電力 

の原子力災害対策体制の確立 

２）以上のような措置を講じた「原子力発電所」については、 

① 「原子炉事故の発生」を確実に防止できること 

② 「国及び電力の原子力災害対策の体系」が確立されていること 

③ 我が国のエネルギー安全保障に不可欠であること 

④ 球環境対策上、不可欠の電源であること 

の「運転再開の条件」が整うことになるので、地元住民に詳細に説明するとと 

もに、国の審査資料及び原子炉運転情報をすべて開示して、「住民監視型の原子 

力発電所」として運転を再開することができる。 
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【処方２】「放射性廃棄物」の発電所持帰りと「使用済核燃料」の本格的中期貯蔵保管 

再処理工場が本格運転できない場合、【視点Ⅲ－２】～【視点Ⅲ－４】に述べたと 

ころから、以下のような方針となる。 

    （１）「放射性廃棄物」の日本原燃㈱貯蔵保管施設から発電所への持帰りと、発電 

所内本格的中期貯蔵保管のための「放射性廃棄物中間貯蔵保管施設」の建設 

    （２）「使用済核燃料」の日本原燃㈱再処理工場から発電所への持帰りと、発電所 

内本格的中期貯蔵保管のための「使用済核燃料中間貯蔵保管施設」の建設 

 

【処方３】「原子力４枚の手形」の放棄と、「原子力技術の包括的立直し・再構築の処方策」 

     の策定・提示                                                                                                                                                                                                                                         

  １）【視点Ⅲ－１】「原子力４枚の手形」を再掲すると、次のとおり。 

    「原子力発電の開発・利用を進めてきた政府及び電力業界が、昭和３０年代から 

「地元説得に際して約束した事項」をまとめると、次のとおり。 

これらの約束事項は「原子力４枚の手形」と呼ばれている。 

    【手形１】「原子炉は、多重防護の事故防止対策を講じており、国の安全審査を受 

けているので、安全である。」     （原子炉事故は起こらない。） 

    【手形２】「使用済核燃料は、国の方針により再処理のため、発電所で半年間冷却 

の後は再処理施設に向けて運び出す。」   （発電所には貯まらない。） 

    【手形３】「放射性廃棄物は、国の方針により敷地の外で永久処分される。」 

                            （発電所には残らない。） 

    【手形４】「原子炉は４０年程度の運転期間終了後には、解体撤去して更地にする。」 

（その跡には新たな原子炉を設置することができる。） 

２）これら「原子力４枚の手形」は、電力側が原子力発電所の立地に際して地元に 

接する態度として「国の原子力政策を後盾として進める原子力発電所」であり、「電 

力側が自らの意思と責任を持って建設するものではない」と考えて「国の後ろに 

隠れる安易な姿勢」を齎すものとなった。 

  ３）これら「原子力４枚の手形」は、最早、「すべて不渡り」となったのであるから、 

電力側はこれら「原子力４枚の手形」を放棄し、「自らの意志と責任を持って原子 

力発電を推進する」との主体的立場に立ち戻って「原子力技術の包括的立直し・ 

再構築の処方策」を策定し提示しなければならない。 

  ４）しかしながら、かかる「原子力技術の包括的立直し・再構築の処方策」が電力 

企業内から提言される見通しは無く、また「研究機関」、「原子力学会」等から提

言される気運もない。原子力工学はまさに「多臓器不全」の「立枯れと瀕死の状

態」にある。 

   ５）一方、我が国の原子力発電の推進に際しての「欧米諸国との協力関係の経緯」

に鑑み、福島第一原子力発電所事故を起こしたからと言って、国際協定における



65 

 

我が国の約束を破棄して、イージーな自己都合による「核燃料サイクル政策の放

棄」は許されない。 

我が国は速やかに国民の英知と国力を結集して、国際的視点に立った「原子力技

術の包括的立直し・再構築の処方策」を策定し、対外的に提示し期待に応えなけ

ればならない。 

 

【処方４】「完全無欠の原子力」の放棄と今後も高まる地球環境対策上の必要性 

１）政府及び電力業界による「完全無欠の原子力」の広報イメージは、次のようで 

あった。 

① 「原子力発電は、大気汚染物質並びに地球温暖化を齎すＣＯ２を出さない

クリーンな電源である。」 

② 「原子力発電は、多重防護の事故防止対策を講じており、かつ国の安全審

査を受けているので安全である。」（原子炉事故は起こらない。） 

③ 「下流側（使用済核燃料の再処理、放射性廃棄物の処分）」の「ダウンスト

リーム・コスト」は「１ｋWｈ当たり１円程度以下」であり、「原子力発電

の発電コスト（耐用年発電原価）は他の電源に比べて最も安い。」 

④ 「しかも、使用済核燃料は再処理して何回も再利用できるので、準国産エ

ネルギーとしてほぼ無限である。」 

  ２）このような「開発側の論理」に立った「完全無欠の原子力」のイメージは、最 

早ことごとく崩壊しており、社会の信頼を回復するためには直ちに放棄される 

べである。 

３）しかしながら、原子力発電が「地球環境対策上ＣＯ２を出さない『切札』の電 

源である」との評価は今後も高まると期待されるので、原子力発電を「２１世紀 

の人類社会に貢献できるよう『発想の転換をした技術体系』で立直し・再構築す 

ること」が求められる。 

  

【処方５】「核燃料サイクル政策」の堅持 

  １）我が国の原子力エネルギーの開発利用は、【視点Ⅱ－２】で述べたとおり、米国 

及び欧州諸国（イギリス、フランス）の庇護と許容のもとに開始され、存在し得 

ている。 

  ２）イギリス（ＢＮＦＬ）及びフランス（ＣＯＧＥＭＡ）に再処理を委託した「使用 

済核燃料」（計３，２００トンＵ）からは、「約３１トンの金属Ｐｕ」が回収され 

る。我が国はこの「金属Ｐｕを平和利用する責務」を負う。 

  ３）このため、「金属Ｐｕ」を現地で「核兵器に転用されない『ＭＯＸ燃料』（ウラン・ 

プルトニウム混合酸化物燃料）に加工して安全に持帰り、軽水炉で燃焼させる（Ｍ 

ＯＸ燃料のプルサーマル利用）」との約束をしている。 
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  ４）日本原燃㈱での使用済核燃料の再処理を米国が許容するのは、「得られたＰｕを平

和利用するための国際約束」（『核兵器の不拡散に関する条約』（ＮＰＴ条約：昭

和５１年６月締結）に加盟して、ＩＡＥＡ（国際原子力機関）の査察を受ける）

の枠組みができているからである。我が国はこの枠組みの中でのみ「原子力エ

ネルギーを利用すること」を許されている。 

  ５）従って、我が国が「原子炉事故を起こしたからと言って自己都合により『核燃料 

サイクル政策』を放棄することは、国際約束に悖ること」になり、国家としての 

存立が難しくなる。我が国は、今後とも「核燃料サイクル政策を堅持すること」 

を基本としなければならない。 

  ６）今後発生する「使用済核燃料」は、当面、再処理ができなくなったとしても、発 

電所敷地内に「本格的中期貯蔵保管施設」を建設し、将来の再利用に備えるべき 

である。 

 

【処方６】日本原燃㈱の「ウラン濃縮工場」、「再処理工場」、及び「廃棄物埋設貯蔵保管施 

設」の扱い 

  １）「ウラン濃縮工場」は、遠心分離機（シリンダー）の取換工事を行い、運転を再開 

し、国内技術によるウラン濃縮を継続することを基本とする。 

  ２）「再処理工場」では、「ガラス固化設備」の修理改善は今回限りとし、不都合な場 

合には実績のあるサン・ゴバン社（フランス）から新しく輸入して、再処理プラン 

トとして完成させる。（国内技術による「ガラス固化設備」に関しては、国内メー 

カー技術要員のサポートが今後とも期待できないので、費用は嵩むが輸入すること 

が早道となる。） 

  ３）「廃棄物埋設貯蔵保管施設」は、完全に「２重底」として放射能漏洩監視・モニタ 

リングを行い、「埋設貯蔵保管期間中は『人間の管理の手』からはずさない運用」 

とする。 

  ４）「再処理工場」では、技術要員として外国（イギリス及びフランス）から経験者を 

招聘して、全面的指導を受けることが適切である。 

①我が国の技術者は、敗戦後は、欧米技術の学習はできても、「複雑トータルな 

システムを自ら構築し、適用する能力と気概」に乏しくかつ不得手である。（核 

兵器を保有する国の原子力技術者は、原子力エネルギーの開発利用に関する 

トータルな知見と経験があり、国家を支える気構えがある。） 

②これは、我が国が国家としての精神構造の委縮・矮小化（『倭人化』）が戦後 

継続して進んでいることの証左であり、国家衰亡の危機であると言わなけれ 

ばならない。（「坂の上の雲」から「坂の下の陥没」に転落したことになる。） 

 

【処方７】「放射性廃棄物」に係る「究極的地下処分技術」の開発実用化 



67 

 

  １）従来、「下流側（使用済核燃料の再処理、放射性廃棄物の処分）」の「ダウンスト

リーム・コスト」は、「１ｋＷｈ当たり１円程度以下」と算出する「無理なデー

タ操作」が行われて来たが、これを放棄して、「実勢ベースのコスト」を積算し

て公表し、「原子力発電の経済性評価」はこれによるべきである。 

  ２）「放射性廃棄物の地下処分の方法」に関し「技術上の発想の転換」を行い、「究極 

的地下処分技術」を開発実用化しなければならない。即ち、「放射性廃棄物の貯蔵 

容器の設計」及び「地下埋設処分場の構造設計」の基本設計を変更し、これらを 

「厚い粘土層（厚さ：例えば１０Ｍ～１５Ｍ）で囲繞する方式」に発想転換する 

ことが「究極的埋設地下処分の技術」を齎すと考えられる。 

「粘土層を限りなく厚くする地下処分の技術」に転換することにより、例え断層 

活動による「地層のずれ」が生じたとしても断層面はすぐ癒着するので「貯蔵容 

器から浸出した放射性物質が地下水中を移動することを半永久的に遮断するこ 

とができる」こととなり、地上の住民の不安を解消することができる。 

  ３）「地下処分の安全性評価」は「ＩＡＥＡ（国際原子力機関）評価モデル」により行 

われているが、「人体への影響評価」は、「廃棄物の貯蔵容器（キャスク）の壁が 

腐食されて放射性物質が『地下水』に入り、これが断層の活動、天変地異等によ 

り地上に浸出して人体に影響を与える」という「被爆経路」を想定している。 

「地下水の移動が粘土層によって遮断される」ことは世界共通の認識であるので、 

従来も「貯蔵容器と埋設区域の周囲には粘土層を置く」との考え方が採用されて 

きた。 

しかしながら、動燃等における開発研究は、電力業界の意向を受けて、「地上の 

住民の被爆線量をＩＡＥＡ（国際原子力機関）基準値以内に収めることができる 

範囲内」で「この粘土層をどこまで薄くして建設費を安くできるか」に注力され 

た。かかる国及び電力の姿勢では、「放射性物質は、結局、地上に浸出して来る」 

として地元住民の納得と安心は得られず、「地下処分場」の立地は望むべくもな 

いのが現状である。 

 

【処方８】「原子炉管理学」の確立と『社会的安全性の獲得』の目標化 

  １）原子力発電所の「基本設計段階」～「詳細設計段階」～「製造・据付段階」～ 

「運転管理段階」～「メインテナンス段階」の各段階における「遺漏なき管理」 

を担保するための「工学的管理システム」が必要であり、「原子力工学の学問領 

域として確立すべき喫緊の課題」となっている。 

  ２）このため、大学において「原子炉研究開発・実用化のための工学講座」だけでな

く、実用炉の詳細設計段階以降の各段階をカバーする「原子炉管理学」の講座を

設けて、システム工学として「学理研究の課題」とすべき時期に来ている。 

     従来の「開発主体としての工学的安全性」の講座体系に加えて、『社会的安全性
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の獲得』を目標とする「原子炉管理学」を確立してこそ、原子力工学は「２１

世紀 」の人類社会に貢献できる学問」となることができる。 

３）「原子力工学」は偏に『社会性を有する学問』であることの認識の必要性 

    （ⅰ）原子炉は内部に莫大な量の放射性物質を包有しており、この放射性物質が

外部環境に放出される場合、地域の住民に対し「放射性物質による災害若し 

くは障害、更には生活上の支障」を与えるという『社会性』を有することを、 

原子力関係者は強く心に銘記すべきである。 

    （ⅱ）この『社会性』を有するが故に、「２１世紀社会において、原子力工学が『人 

類社会に貢献できる技術』として確たる位置付けを与えられる」ためには、 

社会構成員（地域住民）から「原子力技術は、安全であり、安心できる技術 

である」との認識、即ち「『社会的安全性』を獲得できるか」が決め手となる。 

    （ⅲ）この「安全であり、安心できる技術であるか」の受容には、 

① 原子炉事故は確実に防止されていること 

② 原子炉事故に進展する可能性のある「故障、トラブル等」の発生防止

のため、原子炉設置者が「人事を尽して、人為的ミスを排除している

か」の判断ができるかどうか 

が「鍵」となる。 

４）『社会的安全性の獲得』の目標化 

   （ⅰ）従来、大学教育においては「原子炉事故を起こさない」、「故障・トラブルは 

発生しても周辺公衆に災害・障害を及ぼさない範囲であれば、『工学的安全性』 

は確保できているのだから、それで十分である」、「詳細設計や運転管理は機械 

工学的にプルーブンな領域であり、学術研究の対象とする必要はなく、まして 

や『社会的安全性の獲得』まで教える必要はない」との論理が支配的であった。 

   （ⅱ）地域の住民が「小さな故障・トラブルであっても、大事故に発展するから心 

配だ。」との意見に対しては、 

① 「故障・トラブルの発生はあっても、多重防護の事故防止対策により大

事故には進展しないのだから、国や電力が住民に詳しく説明すれば理解

は得られるはずである。」 

②「故障・トラブルや、人為的ミスの発生を完全に防止することは不可能 

に近く、かつコストもかかる。地域住民の不安を解消するための『社会 

的安全性の獲得』までを目指す必要はない。」 

との「開発側の論理」による主張がなされて来た。 

しかし、このような主張は、今回の福島第一原子力発電所事故で完全に否定さ 

れる結果となった。 

    （ⅲ）２１世紀の原子力技術が地域社会に受容されるためには、『社会的安全性獲 

得』を達成しなければならない。原子力工学は、新たな「原子炉管理学」に
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確立により、「開発側の論理」に基づく『工学的安全性』に加え、地域住民か

ら「原子力技術は、安全であり、安心できる技術である。」との『社会的安全

性』を獲得できるよう学理研究の対象を拡大してこそ、「２１世紀の人類社会

に貢献できる成熟した学問」となりうると断言できる。 

 

【処方９】「運転操作要領書」、「作業要領書」等の作成における「人為的ミスを排除する基 

本通則」の確立                         [文献３] 

  １）現在まで日本原子力関係学会や日本電気協会において、運転操作やメインテナン 

ス段階における「人為的ミスを排除するための基本通則」の確立の必要性等につ 

いては、議論がなされたことがない。 

  ２）平成７年（１９９５年）制定の日本電気協会規程「原子力発電所の運転マニュア 

ル作成指針」（ＪＥＡＧ４８０１）は、原案から「人為的ミスの排除の基本通則の 

項目」だけを敢えて削除して制定されていたが、平成１９年（２００７年）４月 

２０日付けをもって廃止された。 

  ３）その後、平成２１年（２００９年）には日本電気協会規程「原子力発電所の中央 

制御室における誤操作防止の設備設計に関する規程」（ＪＥＡＧ３４６２４－２０ 

０９）が制定され、設備面の対策は一応規定化された。 

  ４）しかしながら、中央制御室における「誤操作防止設備の設置」（ハード面の対策）

だけでは十分ではなく、実際の運転管理においては、「第３者による操作確認チェ

ックシステム」など人為的ミスを排除するための「ソフト面の対策」が不可欠で

ある。運転員や作業員を「人為的ミスの責任」から保護するため、「運転操作要領

書」、「作業要領書」等における「人為的ミスを排除するための基本通則の確立」

こそ喫緊の課題である。 

 

【処方１０】包括的自主保安体制の確立 

  １）原子炉の建設から運転・メインテナンスに至る各段階を通じて、法令（原子炉等 

規制法、電気事業法）はそれぞれに適切な段階的規制（審査）が実施されており、 

合理的規制体系となっている。（電力会社の技術的実態を考慮すれば過剰規制では 

決してない。） 

①基本設計段階（原子炉設置許可）、②詳細設計段階（工事計画認可）、③製

造・据付段階（品質管理検査）、④運転段階（使用前検査）、⑤メインテナン

ス段階（定期検査） 

  ２）一方、原子炉設置者である「電力会社」の考えは、「国の過剰規制とも言える厳し 

い安全規制に対し全力を注いで合格・適合しているのだから、自主的な保安管理 

の上乗せはできないし、かつ必要ではない。」との言に尽きる。 

①このような「国の規制任せの受動的体制」であったため、発電所で発生する 
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「故障・トラブル等」（昭和４４年（１９６９年）～平成１０年（１９９８年） 

の間の合計７１１件）の原因は「７０％～７５％が人為的ミス」（詳細設計不 

良、制作・据付不良、使用前検査不良、運転操作不良、メインテナンス不良 

等）であると分類された。                   [文献４] 

②現在も、このような「人為的ミスを排除する基本通則」は組織として確立さ 

れていないので、運転管理における頻繁な「人為的ミスの発生」が地域住民 

の不信感を招いている。 

  ３）今後の原子力技術が『工学的安全性』のほかに『社会的安全性』をも獲得して「２ 

１世紀の地域社会」に受容されるためには、電力において「基本設計～詳細設計～ 

製造・据え付け～運転管理～メインテナンスの各段階」を通して「包括的自主保安 

体制」を確立して「人為的ミスを排除すること」が不可欠である。 

  ４）原子炉等規制法に基づく「原子炉施設保安規定」において原子炉設置者が規定す 

るべき事項として、以下に示すような「人為的ミスを排除するための社内審査体制 

の確立に関する事項」については要求がなされていないので、今後早急に要求追加 

（省令ベース）されるべきである。 

(ⅰ)詳細設計審査体制（本社部門） 

(ⅱ)運転操作要領書の審査体制（発電所） 

(ⅲ)現地施工の工事手順書の審査体制（発電所） 

(ⅳ)定期点検作業要領書の審査体制（発電所） 

  ５）中央制御室における「外部環境への放射性物質放出状況のデータ」の表示の必要 

 性 

    ①原子力発電所の事故の際、「中央制御室の運転操作員が、発電所から外部環境へ 

の放射性物質の放出状況を気象状況とともに知っておくこと」は、緊急時・事 

故時の必死の運転操作に不可欠である。 

②国の放射性物質拡散予測モデル「ＳＰＥＥＤＩ（緊急時環境線量情報予報シス 

テム）」による住民避難等の災害対策の進行状況との関連を、中央制御室の運転 

員も認識できるようにしておくべきである。 

③現在の原子力発電所の中央制御室には、「外部環境への放射性物質放出状況のデ 

ータ」は、原則として表示されていない。今後、中央制御室を改造して表示さ 

せ、運転員が「放射性物質の外部環境への放出状況」を認識できるようにする 

べきである。 

＊従来、「中央制御室の運転員は、当直長の指示に受けて原子炉プラントを運 

転操作要領書に従い操作することに専念させるべき」であり、「放射性物質 

の放出管理は、『隣室の放射線管理室』で行うことで十分」とされていた。 
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【処方１１】安全規制体制の改革 

  １）行政庁から独立した行政委員会としての「原子力規制委員会」の設立（平成２４ 

年（２０１２年）９月１９日発足） 

      ①平成２４年（２０１２年）９月１９日、環境省の外局として「原子力規制委 

員会」及び「原子力規制庁」が設置され、従来の「原子力安全委員会及び原 

子力安全・保安院の事務のほか、文部科学省及び国土交通省の所掌する原子 

力安全の規制、核不拡散のための保障措置等に関する事務」が一元化された。 

②従来の「原子力安全委員会」は、「国家行政組織法」第８条（審議会等）に 

基づき設置された「諮問委員会」であったので、各行政機関からの「諮問」 

に応じて「調査審議し、その結果を答申する権限」しか与えられていなかっ 

た。 

③新しい「原子力規制委員会」は、「国家行政組織法」第３条（行政機関の設 

置、廃止、任務及び所掌事務）第２項に基づき設置される「行政委員会」で 

あり、設置法に基づきその権限は保障されることとなった。（「公正取引委員 

会」も、第３条機関である。） 

④このことにより、「原子力規制委員会」は、「専門的知見に基づいて中立公正 

な立場で独立して規制権限を行使すること」が保証され、歴史的変革がなさ

れた。 

  ２）産業行政から切離された「原子力規制庁」の設立 

      現在、「原子力規制委員会」及びその事務局としての「原子力規制庁」は、環 

境省の「外局」として設置されているが、これは民主党政権時代「閣僚数の

数合わせ」の都合上「原子力担当大臣を環境大臣の兼務とする」ため、便宜 

的に環境省に置かれているに過ぎず、「環境大臣が原子力担当大臣を兼務す

る」ことは極めて不自然である。 

３）「原子力規制委員会」及び「原子力規制庁」は、①原子力行政が複数の省庁にまた 

がっていること、及び②原子力政策を所掌する「原子力委員会」が内閣府に置 

かれていることから、原子力行政の整合性・一貫性確保の見地から、今後早急 

に内閣府又は総務省に移管され、かつ専任の「原子力担当大臣」が置かれるよ 

う、「原子力行政体制の正常化」がなされなければならない。 

４）原子力規制庁の職員のキャリアー・パスの保証 

      ①原子力規制行政は、前向きの仕事が少なく、（ⅰ）廃炉対策、（ⅱ）放射性 

廃棄物対策、（ⅲ）既設の原子力発電所の活断層及びその活動度に関する判 

断、（ⅳ）原子力発電所の運転再開の判断、（ⅴ）使用済核燃料の貯蔵対策、 

（ⅵ）異議申立・訴訟対応など、「後向きの仕事」が多く極めて地味である。 

②また、報道への対応、地元住民との折衝、原子力反対派の人達の陳情対応 

など、日々の業務は「被告人的精神状況」の連続となる。  
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      ③原子力規制庁に「優れた使命感のある人材」を確保するためには、専従職 

員としての「キャリアー・パス」を十分保証する必要がある。 

５）学識経験者の協力体制の拡充と専門的意見の尊重 

①「原子力規制委員会」のメンバーは僅か「５名」であり、かつ「原子炉の 

担当委員」は、委員長を除けばわずか「１名」である。 

②「原子炉事故時の対応」は、原子炉を理解できる「二人の委員」だけでは 

判断不能であるため、原子力規制委員会の活動を支える「原子力に関連す 

るあらゆる分野の専門家の集団」（例えば、「原子炉安全専門審査会」、「地 

盤・耐震部会」、「廃炉部会」、「緊急事態対策サポート・グループ」等）の 

サポートが必要である。 

③そして、これらの専門家集団の「科学的知見、工学的識見、原子力発電所 

の現場経験に基づく提言等」は、政府や行政庁並びに電力業界の意向・圧 

力に左右されず、「最大限に尊重」されなければならない。 

６）究極の「原子炉事故防止安全基準」の策定 

       ①今回の「福島第一原子力発電所事故」の教訓を反映して、「原子力規制委員 

会」は、原子炉過酷事故対策を盛り込んだ「究極の『原子炉事故防止安全 

基準』の策定」を急ぐべきである。 

       ②この究極の「原子炉事故防止安全基準」への適合が、「原子力発電所の運転 

再開の前提条件」となる。 

７）究極の「原子炉事故防止安全基準」の「遡及適用（バック・フィッティング）」

の法制化（原子炉等規制法、電気事業法等の改正） 

＊内閣府及び所管行政庁の行政官（事務官）が決断さえすれば、国会におけ 

る法改正は容易に実現できることである。 

   ８）究極の「原子炉事故防止安全基準」策定過程における「偏った電力意見の完全排 

除」と「運転再開の審査における審議過程」の全面公開 

①「原子炉事故防止安全基準」（案）に関する原子炉設置者（電力）からの意 

見聴取は、「パブリック・コメント」として公開の場で聴取する方式に限定 

する。 

②原子力発電所の運転再開申請に係る電力の意見は、「火力発電の燃料費の高 

騰を理由にして、常に早期の運転再開を強請的に求めるもの」であるので、 

「原子力規制委員会の厳正中立的立場を支持する世論のバックアップ」が 

不可欠である。原子力規制委員会を「孤立」させ、その判断を迷わせては 

ならない。 

    ９）原子力規制委員会委員及び原子力規制庁職員の電力側との接触の禁止 

＊電力側との「質疑応答」、「意見の聴取」は、すべて公開の場若しくは「証 

拠能力のある文書」により行うことを原則とする。 
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  １０）原子力災害対策体制の再構築 

       ①原子力災害対策特別措置法の改正による「原子力災害対策本部」の強化 

と、全省庁の協力体制の確立 

       ②「原子力災害対策本部」における常時訓練の実施 

 

【処方１２】社内不良資産としての原子力発電所の扱い 

  １）【処方４】で述べたように、「完全無欠の原子力」からは完全に脱却しなければな 

らない。 

 ２）原子力発電所の将来イメージとして「使用済核燃料も放射性廃棄物も発電所に残 

る」ので、これらの「本格的中期貯蔵保管施設」を設置する必要がある。 

＊「原子炉建屋」はそのまま保存して、「廃炉」となった原子炉（発電所）は 

別の目的に転用する。」（原子力科学博物館、メガソーラー発電所等）こと 

が適切である。 

      ＊使用済核燃料及び放射性廃棄物の発電所敷地（サイト）内貯蔵保管は地元 

の了解が前提であり、地元への「迷惑料」の支払は避けられない。 

  ３）「高コスト電源」としての扱い 

      ①経年原子炉においては、逐年メインテナンス費用（修繕費）が嵩んでくる

が、「原子力発電は、火力発電など他の電源よりも発電コストが安い」と位 

置付けるために、電力会社は原子力発電所のメインテナンス費用（修繕費） 

を大幅に削り込んできている。このような現場を無視した経費削減の継続 

は、結局「安全対策への投資」を怠り、ひいては「安上がりの電源」とし 

て「原子炉事故」を齎すことになる。 

      ②原子力発電の「ダウンストリーム・コスト」、即ち、放射性廃棄物処理コス 

ト及び使用済核燃料の再処理・長期保管コストは、「無理なデータ操作」を 

行わず実績ベースで積算し、原子力発電の経済性評価には「実勢ベースの

発電原価」を用いるべきである。 

  ４）廃炉費用、損害賠償費用等の捻出・確保 

      ①これらの費用は、結局、「電気料金に上乗せして需要家が負担することにな 

る」ので、電気事業の経営は「第３者委員会」等による外部監視が不可欠 

である。 

②また、電気事業の「発送電分離の議論」では、廃炉費用、損害賠償費用等 

の捻出・確保問題は棚上げされ、「自由競争による電気料金引き下げ」だけ 

が政策目標とされているが、以上述べたところから「発送電分離」は非現 

実的であり、実現できるはずがない。電気事業の「発送電一貫体制」は今 

後とも維持される必要がある。 

  ５）作業員・従事者の退職と逃避の回避 
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      ＊「優秀な技術者及び作業員の確保」は、原子力発電を維持する上で極めて 

重要な課題であるので、それが可能となるような雇用体系及び賃金体系を 

保証することが重要である。 

  ６）原子力部門の「社内エリート意識」の払拭 

      ①最早「完全無欠の原子力」ではなく、「長期的社内不良資産の原子力部門」 

であるから、組織での優遇等の「社内エリート意識」の払拭は当然である。 

②これからは、「利益の上がらない迷惑部門」として処遇されることとなる。 

  ７）火力部門との切離し 

      ①電力会社における火力・原子力両部門統合の理由は「火力部門における運 

転・補修の経験を、原子炉施設の運転・定期点検・補修に活かして反映す 

る」という安易な皮相的判断による。 

両部門は、技術体系（放射能を包有しているか否か）、国の規制体系、設置 

者としての自主保安体制が異なるので、有意義な成果は挙げられなかった。 

（実際は技術部門の組織統合による人件費の削減が狙いであった。） 

      ②原子力部門は、今後、「放射性廃棄物の敷地内貯蔵保管」、「使用済核燃料の 

敷地内貯蔵保管」、「廃炉の管理」など、「非生産的業務が著しく拡大し、コ 

ストも天文学的に膨らむ」ので、「火力発電の経験の反映」などは吹き飛ん 

でしまうから、「火力部門との一体的運営」は意味がない。 

また、火力部門は、「高騰した燃料費の負担軽減」のため、全く別の角度か 

らの「徹底した合理化と変革」を求められているので、原子力部門との共 

通性はほとんど無い。 

 

【処方１３】「外部からのサボタージュ（破壊活動）防護対策」の構築 

  １）今後の国際情勢の緊張に鑑み、海岸から上陸してくる「外部からのサボター 

ジュ（破壊活動）」に対する監視・防御対策、排除対策を構築し、訓練を行い、 

防護体制堅持を外部に示さなければならない。（わが国の原子力発電所は、「平 

和憲法」の建前から核物質防護対策の実施は思考停止状態にあり、無防備に近 

く著しく不備である。外部から専門家を招き、早急に国際水準の体制を確立す 

べきである。） 

  ２）原子力発電所からの送電線・送電鉄塔の防護対策の充実 

     ①過去において「日本海に近い本州中央部から瀬戸内海沿岸部」にかけて「高 

圧送電線鉄塔のボルトが外され、鉄塔が倒壊した事例」が複数回あった。犯 

人は現場に足跡等を残しておらず、まだ捕まっていない。訓練された者の所 

業と推測されている。 

②これは、我が国社会を攻撃し混乱させる手段として「原子力発電所からの送 

電線をいつでも倒壊させることができる」との示威行為であったと言われて 
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いる。 

   ３）海岸からの上陸の阻止・警備体制の強化、送電線鉄塔の侵入防止対策の徹底、テ 

ロからの中央制御室・使用済核燃料プールの防御等、実技訓練の本格的実施が求 

められている。 

 

【処方１４】将来における「軽水炉」の増設可能性の確保 

  １）【処方１】で述べた「既設の原子力発電所の運転再開の基本方針」１０項目を満た 

す場合には、 

①「原子炉事故の発生」を確実に防止できること 

②「国及び電力の原子力災害対策の体系」が確立されていること 

③我が国のエネルギー安全保障に不可欠であること 

④球環境対策上、ＣＯ２を出さない「切り札」の電源であること 

から、地域住民の理解と要請がある場合、「住民監視型」の軽水炉発電所を建設 

することができる。 

  ２）「廃炉」を多く抱えた地域の経済を支える観点から、地元の要請がある場合に備え 

て、「究極の原子炉事故防止安全基準」への適合を前提として、「軽水炉の増設の 

可能性」は確保しておくべき選択枝である。 

  ３）ＰＷＲにおける必要な「基本設計の変更」―２次系に漏洩した放射性物質の外部 

環境への放出防止対策の必要性 

① 加圧水型軽水炉（ＰＷＲ）の２次系統には、遮断弁や止弁が設置されてい

ない。このため、蒸気発生器の細管が損傷し、原子炉冷却水が１次系から

２次系に漏洩したとき、これに伴い２次系に移行した「放射性物質」は、

時間が経過すると「復水器の空気抽出系配管」を通じて「全量が外部の大

気環境に放出」される。 

② この「２次系配管系統システム」については、従来「工学的安全性の見地」

からは「外部に放出される放射性物質の量はさほど多くなく、地域住民の

被爆線量は小さいので、放射性物質の外部放出を抑制するための遮断弁や

止弁を設置する必要は無い。」との開発側の設計思想が維持されて来ている。 

③ しかしながら、原子炉事故による放射線被爆を恐れる地域住民の立場から

すると、「蒸気発生器細管破断事故（重大事故）が発生したとき、２次系に

漏洩した放射性物質が全量外部環境に放出されるので、地域住民は放射線

被爆を受ける」ことになる。このような事実は「放射性物質は４重に閉じ

込めるので、外部環境には出さない。」との電力側の説明と矛盾しているか

ら、「ＰＷＲ原発は、事故の際、２次系に漏洩した放射性物質は全量外部環

境に放出され、地域住民に放射線被爆を齎すので、断固反対する」との意

見を招いている。 
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④このためには、「ＰＷＲの２次系配管系統の基本設計を変更」し、「復水器の 

空気抽出系配管」について「蒸気発生器細管破断事故（重大事故）が発生し 

た際、放射性物質を含んだ『抽出空気』を格納容器内に逃がす配管系を追加 

設置すること」が極めて有効である。 

⑤現に、関西電力㈱美浜発電所２号炉（昭和４７年（１９７２年）７月２５日 

運転開始）において、平成３年（１９９１年）２月９日発生した「蒸気発生 

器の伝熱細管破断事故」の際には、この「復水器の空気抽出系配管」に接続 

されていた「抽出空気を格納容器内に逃がす配管系の切換弁」が「時間遅れ 

なく作動した」ことにより、「２次系に漏洩した放射性物質の外部環境への 

放出」は、「１Ｃｉ以下」と約１／５～１／７に抑えられた。   [文献５] 

⑥この「復水器の空気抽出系配管」に接続する「漏洩した放射性物質を含む抽 

出空気を格納容器内に逃がす配管系」は、「美浜２号炉だけにしか設置され 

ていない」ので、「ＰＷＲの社会的安全性」を獲得する見地から、「ＰＷＲの 

２次系配管系統の基本設計を変更」して、「空気抽出器配管系」に接続して 

「漏洩した放射性物質を含む抽出空気を格納容器内に逃がす配管系」を設置 

追加する必要がある。（追加工事の費用はごく軽微である。） 

⑦「美浜発電所２号炉」において「復水器の空気抽出配管系」に接続して「漏 

洩した放射性物質を含む抽出空気を格納容器内に逃がす配管系」が追加され 

たのは、営業運転開始後間もなく「蒸気発生器伝熱細管漏洩事故」を起こし 

た際、国の規制当局（原子炉施設保安規定を所管する科学技術庁）に対する 

福井県側の強い要望を容れる形で措置されたものである。 

しかしながら、当時の通商産業省は、この配管系設置の「工事計画認可」の 

際、「２次系に移行した放射性物質が外部に全量漏れたとしても微量である 

ので、この配管系の追加設置は本来必要がない。設置を認めるとしても美浜 

２号炉に限る。」としたため、以降のＰＷＲにおけるこの「２次系に漏洩し 

た放射性物質を含む抽出空気を格納容器内に逃がす配管系」の設置はなかっ 

たものである。 

 

【処方１５】将来に備えた「高速増殖炉」の開発 

   １）現在、動力炉・核燃料開発事業団（動燃）が開発を進めて来た「高速増殖原型 

炉」（「もんじゅ」）（平成６年（１９９４年）４月５日：臨界）は、試運転中にお 

ける「２次系配管のナトリウムの漏洩＆火災事故」（平成７年（１９９５年）１２ 

月８日発生）による約１０年間の運転停止に続き、性能試験中における「燃料交 

換機の炉内中継装置の落下事故」（平成２２年（２０１０年）８月６日発生）（不 

注意による人為的作業ミスが原因）により、補修対策を講じているところ。 

                                [文献６] 
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  ２）「もんじゅ」の幹部職員は電力会社からの出向者であったが、高速炉の物理学、基

本設計の変遷、建設の経緯、運転操作要領書の作成等に関して「素人の域」を出

ておらず、動燃プロパーとの意思の疎通も十分でなかったため、「プロジェクト・

マネージャー」としての役割を果たせず、高速増殖原型炉の開発運転に成功して

いない。 

  ３）しかしながら、高速増殖原型炉開発の前段階の「高速実験炉」（「常陽」）では、建 

設段階～試運転段階を完全に動燃の自主開発で行い、「制御棒を引抜いて臨界に 

達した」(昭和５２年（１９７７年）４月２４日：初臨界)以降、３０年以上に亘 

り大きな事故を起こすことなく、「完全な成功」を収めていた。 

これに注目して、その成功の要因（詳細設計の体系的・包括的審査、人為的ミス 

を解除する運転操作要領書の作成等）を分析評価して「もんじゅ」の研究開発に 

反映すべきであるとされたが、動燃における「高速実験炉」と「高速増殖原型炉」 

の担当組織が異なることから、「人事面でも異なる組織間の技術移転」は表相的 

なものに止まった。 

今後も、「もんじゅ」の運転操作要領書及び作業要領書の見直し等においては「高 

速実験炉『常陽』の成果の移転・活用」の余地は十分あるが、これを実現するた 

めには「優れたプロジェクト・マネージャーの招聘」と「組織におけるプロジェ 

クト・マネージャーに対する権限賦与と尊重」が条件となる。 

   ４）「高速実験炉」と「高速増殖原型炉」の主な共通点と相違点を例示すると、次の

とおり。 

①「１次系は、出力が違うだけで、システム及び原理は全く同じであること」（Ｐ 

ｕ燃料の使用、冷却材は金属Ｎａ、１次系配管はＮａ漏洩に備えた２重配管等）。 

②「２次系」が、高速実験炉では「熱出力を空気に逃がしている」が、高速増殖 

原型炉では更に熱交換して３次系により「電気出力（２５万ｋＷ）を得ている」 

こと。 

     ③「２次系」は、「冷却材のＮａに放射性物質が入っていないこと」を理由に、「Ｎ 

ａ火災は恐れるほど激しいものではない」との実験結果の評価から、 

（ⅰ）２次系配管に「２重配管」は採用されなかったこと(共通)。 

（ⅱ）２次系配管等に対する「全周面Ｎａ漏洩監視装置」も設置されなかった 

こと（共通）。 

     （ⅲ）「２次系配管に挿入されたＮａ温度計」については、顕著な構造設計上の 

相違点があること。 

        【高速実験炉の場合】 

        [１]Ｎａ温度計の２次系配管内での振動を回避する「寸法・構造」を採用

するとともに、原子炉等規制法に基づく「詳細設計認可」の対象とし

て申請がなされ、詳細設計審査を担当する「高速実験炉専門家検討会」 
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    の意見を聴取した上で、認可された。 

        [２]このため、３０年以上にわたる高速実験炉の運転において「２次系配

管におけるＮａ温度計の振動問題」は発生していない。 

        【高速増殖原型炉の場合】 

[１]動燃における設計審査はほとんど行われず、かつ、経費節減のためと 

  して原子炉等規制法に基づく「詳細設計認可」の対象から意図的に外し 

たため、「高速増殖原型炉専門家検討会」での検討に諮問されることも 

なく、「稚拙な構造設計」のまま制作され・取付けされた。 

        [２]このため、運転開始後まもなく「Ｎａ温度計」は共振を起こして「２ 

次系配管のＮａ漏洩＆火災事故」を齎した。まさに「お粗末な人為的ミ 

スの重なりによる事故」である。 

      （ⅳ）運転操作において、高速増殖原型炉では「２次系は冷却材のＮａに放射 

性物質が入っていないこと」を理由にして、「Ｎａを２トン～３トン位は漏 

洩させても、１次系に無理がかからぬように運転停止操作はゆっくりやれ 

ばよい。」との考えで運転操作要領書を作成していたこと。 

      等「Ｎａ冷却高速炉」を技術的に安易に考え、かつ、開発側の論理だけで設計 

して『社会的安全性の獲得』を全く顧慮しなかったことが、「高速増殖原型炉」 

の研究開発に失敗を重ねる根本的要因である。 

５）高速炉は、軽水炉に比べて難しい高度技術であるが、「高速実験炉」での成功 

を「他山の石」とすれば、「人知により征服できる研究開発プロジェクト」であ 

ると言える。将来の核燃料資源枯渇の事態に備え、我が国が「高速増殖炉の実 

用化技術」を開発し、保有しておくことは我が国のエネルギー安定確保の見地 

から不可欠の政策であると考える。 

６）「もんじゅ」の研究開発を成功させるためには、「使命感を持ったプロジェクト・ 

マネージャー」、「スタッフの能力を集めて研究開発の包括的システムを演繹的 

に組立て、それを遂行する手腕を有している者」を、「電力以外から招聘して、 

彼に全権を委ねる組織体制」としなければならない。 

７）将来の核燃料が不足する時代に備えて、我が国が「高速増殖炉をいつでも自前 

で建設できる技術を獲得し・維持しておくこと」は、エネルギー安全保障上極め 

て重要である。「もんじゅ」は、技術的に難しい高度技術であるが、成功に辿り 

つけないプロジェクトではなく、「国際共同研究プロジェクト」としての諸外国 

の期待も大きいことに留意して、必ず成功させなければならない。 

８）「もんじゅ」の運転再開のためには、「日本原子力研究開発機構」の「研究開発体 

制」の抜本的改革が「鍵」となる。 

①「もんじゅ」が単なる「研究開発炉」ではなく、「電気出力２５万ｋＷの本格 

的発電所である」との認識のもとに意識改革を行い、原子炉等規制法に基づ
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く「原子炉施設保安規定」を遵守する「運転管理体制」及び「メインテナン

ス体制」を確立しなければならない。 

②その上で、「もんじゅ」は「国際共同研究プロジェクト」であるから、「６）」 

で述べたように、「プロジェクト・マネージャー制度」を導入して「全権を与 

える組織体制」とし、「プロジェクト・マネージャー」には「演繹的トータル 

システム管理に優れた外国技術者」を招聘したがよい。（国内の大学教授上が 

りでは機能しないし、電力の技術者にもその能力がない。） 

   ９）必要とする「２次系基本設計の変更」：Ｎａ漏洩火災に関する「社会的安全性」 

の確保 

①「もんじゅ」の２次系統は、「４）③（ⅳ）」で述べたように、「冷却材のＮａ 

に放射性物質は含まれていないこと」、「Ｎａ漏洩による火災事故も実験デー 

タから見ると大きな爆発事故とはならないと予見されたこと」等による楽観 

論から、「運転操作において、２次系にＮａ漏洩が発生しても、１次系に無理 

がかからぬよう、プラントの運転停止操作はゆっくり行う。」との運転操作手 

順書を作成していた。 

     ②しかし、平成７年（１９９５年）１２月７日の「Ｎａ漏洩火災事故」の発生は、 

「社会的に重大なＮａ漏洩・火災事故」として扱われ、研究開発は即時中断さ 

れた。しかしながら、この対策としての「原子炉設置変更許可申請」におい 

ては、遺憾ながら「２次系の基本設計の不備」は是正されなかった。今後の 

研究開発の再開に当たっては、『社会的安全性』を確保するため、「２次系配 

管の全周・全面においてＮａを監視し、漏洩させない。かつ、漏洩したとき 

は速やかに運転を停止する。」との「２次系の基本設計変更」を行うことが求 

められる。 

（了） 

 

 

【まとめ＆あとがき】 

（１）エネルギー技術に関するエッセー（随想）としての「今後の原子力技術の立直しに関

する処方書」の位置付けと構成について 

１）本稿は、「２１世紀のエネルギー技術の将来像を洞察するエッセー（随想）シリーズ」：

【エネテクドリーム２１】（その１４）として、平成２３年３月の「福島第一原子力発 

電所事故」により壊滅的に崩壊した「我が国原子力技術全般を立直すための将来像」 

を、平成２５年４月の時点で「計１５項目の処方書」として洞察した「技術エッセー

（随想）」であり、「論点整理方式の箇条書き的記述」によっているのでいわゆる「技術 

論文」や「政策提言書」とはなっていない。 

 ２）本論は「第Ⅶ編：我が国の原子力技術の立直しに関する処方書」であり、「計１５項
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目の処方書」から成っている。「処方書」の対象分野は、我が国の原子力技術が直面す

る「原子力発電所の運転再開」、「使用済核燃料の再処理」、「放射性廃棄物の処分」、「高 

速増殖炉の開発」、「核燃料サイクル政策の堅持」、「原子力技術者の技術的能力」等原 

子力開発利用全般に亘っている。 

 ３）「第Ⅰ編」～「第Ⅵ編」は、本論「第Ⅶ編：計１５項目の処方書」を洞察するための 

「事実関係」、「前提条件」、若しくは「制約条件」ともいうべき事項等を整理した「立体 

的前書き編」となっている。 

「第Ⅰ編」：福島第一原子力発電所の事故の社内要因、並びに緊急事故時対応における 

電力の問題及び国側の問題について分析整理している。 

「第Ⅱ編」：原子力技術に対する国側の「原子炉事故防止に係る法規制体系」の中で、 

どこに問題点（地震、津波等の自然的条件への設計対策、原子炉過酷事故 

対策の未実施、原子力防災体制等）があたのかを述べ、今後の求められる 

「原子力規制行政の立直し」及び「原子力技術の包括的立直し・再構築」 

の基本的方向を整理している。 

   「第Ⅲ編」：昭和３０年代から約６０年に及ぶ我が国の原子力開発政策を整理して、国 

及び電力業界が「地元説得に際して約束した事項」を象徴的に「原子力４枚 

の手形」としてまとめている。この「原子力４枚の手形」を形成させた背景 

は、国の民間を誘導するための「核燃料サイクル政策」である。 

我が国の原子力政策は、「平和利用」の枠組みの中で、米国及び欧州諸国（特 

にイギリス、フランス）の許容と協力の下で進められて来た経緯があるので、 

「福島第一原子力発電所事故」を起こしたからと言って、自分の都合だけで 

「核燃料サイクル政策」を放棄することは国際約束に悖ることになり、国家 

としての存立を危なくすることを述べている。 

  「第Ⅳ編」：「我が国の原子力技術者」の資質と能力の問題について切り口を当て、「電 

力会社の技術者」、「メーカーの原子力技術者」、「大学の原子力技術者」、及 

び「研究開発機関の技術者の問題」のそれぞれについて「今後の原子力技 

術の立直しを担えるか」について論じてある。総じて核兵器を保有する国 

の原子力技術者と比較すると、我が国の「原子力技術者」は視野が狭く、精 

神的に「矮小」かつ「幼稚」であるように見えるのである。 

「第Ⅴ編」：原子炉事故と「原子力損害賠償責任制度」に関し、「原子力損害賠償法」の 

規定の体系、並びに「東京電力㈱に損害賠償責任がある」と判断された「法 

律家の見解」を紹介している。 

  「第Ⅵ編」：「福島第一原子力発電所の今後に関する洞察」として、事故を起こした福島 

第一原子力発電所の将来像を「特論」として描き、「緊急に実施すべき安全対策」 

を挙げている。「『多臓器不全』原子炉の炉心冷却機能の維持」、「原子炉建屋の地震 

動による割れ」に伴う「地下水の侵入・浸出の防止対策の緊急実施」並びに「原子 



81 

 

炉建屋の割れに関する強度低下の評価と補強対策の実施」、「廃炉作業」、「溶融核燃 

料の取出し」等、今後２０年～５０年続くであろう困難な作業について、その手順 

と留意事項について示してある。特に、「原子炉建屋の地震動による割れの発生と 

強度低下」は、国会事故調査委員会報告書等でも全く記載されておらず、その危険 

性と補強対策の緊急性を強く指摘している。 

 

（２）本論「第Ⅶ編：我が国の原子力技術の立直しに関する処方書」における「各処方書」 

の内容と位置付けについて 

１）「各処方書」の内容は、「当該課題」に関し、「第Ⅰ編」～「第Ⅴ編」で述べた過去 

の開発経緯（昭和３０年代から約６０年に及ぶ）、並びに忘れられ・見過ごされてい 

る事実関係・社会情勢等を踏まえ、我が国の命運と原子力技術の将来を俯瞰する「視 

点」から、「今後どうなるのか」、「今後どうならざるを得ないのか」、「今後どうすべ 

きか」、「今後どうすれば課題解決の道は拓けるのか」について、「技術的論理を尽く 

して『洞察』したところを書き示したもの」であるので、原子力関係者に対する「処 

方書」（指示の書）又は「申し送り書」として位置付けられる。 

２）これら「計１５項目の処方書」は、「技術的に争うことにできない明らかな事実」 

のみを述べているので、時間を経ても価値を失うことはありえない。 

今後２０年～５０年の長いスパンで考えれば、我が国の原子力開発・利用はこの「計 

１５項目の処方書」の枠組みに沿って事態は進んで行くものと考える。また、そう 

でなければ、我が国の原子力開発利用は破綻し、かつ我が国の原子力開発利用に協 

力して来た欧米諸国の信頼を失い、国際的孤立を齎すこととなる。 

 

（３）本論「第Ⅶ編」に述べる「計１５項目の処方書」の構成と「核心的処方策」 

   １）「計１５項目の処方書」は、いずれを取っても苦痛を伴う極めて重大な原子力技術 

の変革と政策の転換が必要であることを示しているが、我が国社会が「福島第一原子 

力発電所事故による長期的沈没」を免れるためには必ず達成しなければならない事項 

である。 

２）【処方１】既設の原子力発電所５４基の扱い、【処方２】「放射性廃棄物」の発電所 

持帰り」と「使用済核燃料」の本格的中期貯蔵保管、【処方３】「原子力４枚の手形」 

の放棄と「原子力技術の包括的立て直し・再構築の処方策の策定・提示、【処方５】 

核燃料サイクル政策」の堅持、【処方７】「放射性廃棄物」に係る「究極的地下処分 

技術」の開発実用化、【処方８】「「原子炉管理学」の確立と『社会的安全性の獲得』 

の目標化、【処方９】「運転操作要領書」、「作業要領書」等の作成における「人為的 

ミスを排除する基本通則」の確立、【処方１２】社内不良資産としての原子力発電所 

の扱いまでの「計８項目の処方書」は、今後特に重要な「核心的処方策」を構成し 

ており、我が国の「原子力技術の包括的立直し・再構築」のためには徹底して実現 
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されなければならない処方策群であり、「国家としての政策遂行能力」が問われると 

ころである。  

 

（４）終わりに 

  １）改めて「原子力技術の包括的立て直し・再構築の処方策」の策定及び対外的提示の 

必要性について述べれば、次のとおり。 

   ①我が国の原子力開発利用及び核燃料サイクル政策は、「平和利用」、「核拡散防止条 

    約への参加」、「ＩＡＥＡ（国際原子力機関）の査察の受け入れ」等の枠組みの中で、 

    米国及び欧州諸国（特に、イギリス、フランス）の許容と協力の下に進められて来 

ている。このような体制の下で、「原子炉の輸出」（イギリス）、「ウラン濃縮の提供」 

（米国）、「商業ベースでの使用済核燃料の再処理の引き受け」（イギリス及びフラ 

ンス）、「我が国の核燃料サイクル政策への支援」（フランス）等の協力が得られた 

お蔭で、我が国の原子力開発は順調に進展して来たこと。 

②我が国は、イギリス及びフランスに委託した「使用済核燃料の再処理」の結果得ら

れる「金属Ｐｕ」（約３１トン）を「平和利用する責務」を負う。このため、現地

で「核兵器に転用されないＭＯＸ燃料（ウラン・プルトニウム混合酸化物燃料）」

に加工して安全に持ち帰り、既存の軽水炉で燃焼させる（「ＭＯＸ燃料のプルサー

マル利用」と言われる）約束となっている。 我が国が「福島第一原子力発電所事

故」を起こしたからと言って、自分の都合だけで「原子力発電を全廃し・核燃料サ

イクル政策を破棄すること」は国際約束に悖ることになり、国家としての存立が危

なくなること。 

③我が国は「福島第一原子力発電所事故」を「迅速かつ適切に処理する」ための「原

子力技術の包括的立て直し・再構築の処方策」を早急に策定して、対外的に提示し

て実行しなければならないのであり、「第Ⅶ編：我が国の原子力技術の立直しに関

する処方書」における「計１５項目の処方書」はその期待に応えるためのものであ

ること。 

  ２）我が国の原子力開発・利用は、政治情勢・社会情勢の変動を受けて今後更に紆余曲 

折があると予想されるが、原子力技術の実態は本稿に述べたところであり争う余地は 

ないので、今後２０年～５０年の長いスパンで考えれば、「第Ⅶ編：我が国の原子力 

技術の立直しに関する処方書」で示した「計１５項目の処方書」の枠組みに沿って事 

態は進まざるを得ないものと考える。 

  ３）本稿が、原子力関係者並びに原子力問題について関心を持たれる方々により「今後 

の我が国の原子力技術の立直し・再構築を考えられる際の『つぼどころ』を示した手 

引書・処方書」として紐解いて頂ければ幸いである。 

                                  （了） 
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